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厚生労働科学研究費補助金（障害保健福祉総合研究事業） 

総括研究報告書 

 

Ⅰ．福祉機器の利活用と開発を促進するための社会技術基盤の創成 

 

研究代表者 諏訪 基 

国立障害者リハビリテーションセンター研究所 顧問 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究分担者等 

本研究の研究総括、分担研究者、研究協

力者およびそれぞれの担当課題等は次の

とおりである。 

[研究総括]： 

○諏訪 基（国立障害者リハビリテーション

センター研究所 顧問） ：研究統括 

 

[分担研究者]： 

○加藤 誠志（国立障害者リハビリテーショ

ンセンター研究所長）：マッチングカフ

ェ・ステークホルダパネルの統括  

○小野 栄一（国立障害者リハビリテーショ

ンセンター研究所障害工学研究部長）：マ

ッチングカフェにおける技術探索 

福祉用具は、しばしば「オーファンプロダクト」と称されるように市場規模

が小さく、希少疾病用医薬品（オーファンドラッグ）と同様に、開発・普及

を促進するための公的リソースが投じられている。 しかし、福祉用具に関る

様々なステークホルダからニーズや課題を抽出するための枠組みは十分に整

備されておらず、実状に即した適切な施策立案が困難な状況にある。 福祉用

具・生活支援技術に関する課題を社会全体の問題として捉え、市民が主体と

なって解決策を議論する社会技術的なアプローチを構築・適用できれば、福

祉用具の開発や利活用を促進するための大きな駆動力になると考える。 

 そこで本研究では、福祉機器の真に効果的な利活用を促進する上で不可欠

な、様々な立場のステークホルダが福祉用具の開発や利活用の指針策定の場

に直接参加してコンセンサスを醸成するための社会基盤を構築することを目

標としている。 さらに、ワークショップなどの具体的な実践事例にもとづい

て、このような市民参加の場を持続的に維持・運営するための方法論構築を

目指す。 実践事例のプロセス分析と手法への展開をスパイラルに繰り返すこ

とで、構築した方法論の有用性を検証する。 

本年度は、ワークショップとして“井戸端会議”、“マッチングカフェ”、“デ

ザインワークショップ”を開催し、実践を通して、福祉機器の開発・利用に

関連した様々な合意形成プロセスに、ユーザとステークホルダが直接 参加・

関与するための社会技術基盤を確立するための研究を開始した。 
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○井上剛伸（国立障害者リハビリテーショ

ンセンター研究所 福祉機器開発部長）：

コンセンサス醸成のためのステークホル

ダパネルの組織化と運営手法確立 

○硯川 潤（国立障害者リハビリテーション

センター研究所 福祉機器開発部）：デザ

インワークショップによる参加型機器開発、

議論促進のためのグラフィックファシリテー

ション手法の確立、多様な参加形態を可

能にする SNS ポータルサイトの開発と活

用手法確立 

[研究協力者]： 

○豊田 航（国立障害者リハビリテーション

センター研究所福祉機器開発部流動研究

員）：コンセンサス醸成のためのステークホ

ルダパネルの組織化と運営手法確立 

○伊藤美希子（株式会社ツナグ）：インター

ネット上の参加型による製品企画・開発に

関する調査 

 

Ａ．研究目的 

 

（１） 研究の目的 

 本研究は、福祉機器の開発・利用に関連

した様々な合意形成プロセスに、ユーザを

含んだ様々なステークホルダが、直接参加

し、合意形成に関与するための社会技術基

盤を確立することで、福祉機器の真に効果

的な利活用を促進することを目的とする。  

 

（２） 研究の背景 

 高齢者・障害者のＱＯＬの維持・向上を図

り、自立と社会参加を促進する上で福祉機

器の果たす役割は大きい。 

我が国では、平成 5 年に「福祉用具の研

究開発及び普及の促進に関する法律（福祉

用具法）」が施行され、福祉機器の研究開発

及び普及の促進を進めてきている。この間、

平成 13 年（2001 年）には世界保健機関

（WHO）が「国際障害分類（ICIDH）」を改訂

し「国際生活機能分類（ICF）」を採択した。

その結果、「社会モデル」により、「活動」と

「参加」に及ぼす環境因子として福祉機器が

位置づけられたことから、福祉機器の役割が

一層鮮明になってきている。また、昨年、我

が国も批准した国連の「障害者権利条約」も、

障害者の差別をなくすために福祉機器の活

用に関して重要な条文を含んでいる。 

このような変化の中で、福祉機器の開発と

利活用に関して、厚労省社会・援護局は、

平成 19 年度（2011 年度）に「生活支援革新

技術新ビジョン勉強会」を実施し、その報告

書「支援機器が拓く新たな可能性～我が国

の支援機器の現状と課題～」に今後のある

べき取組に関する提言が紹介されている[参

考文献：1]。 

その中で、問題解決のためには、多様な

ステークホルダが参加する“井戸端会議”の

有効性、すなわち参加型討議に基づく方法

論の有効性が仮説として掲げられている。 

 

（３） 参加型討議の方法論 

最近の研究では、福祉機器の利活用のあ

り方の方策を開発するためには、福祉機器

の利用者、専門職、メーカー、販売・貸与事

業者、研究職、行政担当者等の利活用に関

わるステークホルダ（利害関係者）による参

加型討議の必要性が指摘されている。この

参加型討議という手法は、社会技術と呼ば

れる分野で技術のアセスメントや将来像を描

く活動で 1980 年代にヨーロッパで盛んに使

われるようになったといわれている [参考文



3 
 

献：２]。専門家のみではなく一般市民を含

む多様なステークホルダの参加を得て議論

が行われ、意思決定がなされていく。 

（４） 先行研究 

本研究の先行研究として位置づけられる

ものとして、筆者らが平成 22 年度～24 年度

に実施した「障害者の自立を促進する福祉

機器の利活用のあり方に関する研究」（厚労

科研費障害者対策総合研究）がある。その 

研究の目的は、本研究と同様に、福祉機器

の真に効果的な利活用を促進することにあ

る[参考文献：３]。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 研究の課題体構成と流れ図 

 
 

B．研究方法 

 

（１） 研究方法の枠組み 

本研究の課題構成と流れを図 1 に示す。

実践事例としてのワークショップ開催(井戸

端会議、マッチングカフェ、およびデザイン

ワークショップ等)を実施し、実践に必要な手

法並びに要素技術の開発を、ＰＤＣＡサイク

ルモデルに基づき繰り返しつつ実施する。

方法論構築の要素技術として、本研究では

ＳＮＳポータル、ステークホルダパネル、グラ

フィックファシリテーション等を重点課題とす

る。最終的には、福祉機器の開発・利用に

関連した様々な合意形成プロセスに、ユー

ザとステークホルダが直接参加し意思決定

に関与することができる社会技術基盤を確

立する。 

 

（２）フィールドワークとしてのワークショップ

運営 

本研究におけるワークショップの運営は
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Research Through Practice に基づく研究の

重要な作業単位であると位置づけている。ワ

ークショップなどを具体的に運営によるフィ

ールドワークを通して、様々な立場のステー

クホルダが福祉用具の開発や利活用の指

針策定の場に直接参加してコンセンサスを

醸成することを可能とする社会基盤の構築

を進める。一例として社会に広く普及しつつ

あるＩＣＴとネットワーク技術であるＳＮＳを多

様なステークホルダによるパネルのコミュニ

ケーション並びに問題抽出のデータマイニ

ングの手段として活用し評価をするフィール

ドとしてワークショップを機能させることが可

能となる。 

個々に開催するワークショップは、福祉用

具の開発や利活用を議論する場として、継

続的に運営できるスキームが望ましいので、

その実現のための戦略も併せて検討する。

このようにして、社会全体の問題として解決

しなければならない福祉用具・生活支援技

術に関する課題への取り組みの基盤である

市民参加の場を持続的に維持・運営するた

めの方法論を確立することを目指す。 

 

（３） 横串の課題の取り組み 

それぞれのパイロットモデル事業におい

て、様々な立場のステークホルダが福祉用

具の開発や利活用の指針策定の場に直接

参加してコンセンサスを醸成することを可能

とする社会基盤の構築を進める中で、その

ために必要な方法論や技術を、それぞれの

ワークショップの取り組みを横断的にとらえ

て、いわば“横串”として捉えて、方法論や技

術の開発と高度化を進める。図る取り組みを

進める。すなわち、各ワークショップ開催をフ

ィールドワークとして実践に必要な手法並び

に要素技術の開発を、ＰＤＣＡサイクルモデ

ルに基づき繰り返しつつ研究を進める。本

研究では、“横串”的にＳＮＳポータル、ステ

ークホルダパネル、グラフィックファシリテー

ション等の手法の開発を目標とする。 

 

（４） 年次ごとの重点課題 

各年度はそれぞれ次のように重点課題を

設定する。 

ⅰ）平成 25 年度：多様な参加形態を可能

にする SNS ポータルサイトの開発と活用手

法確立を図る。 

ⅱ）平成 26 年度～27 年度：コンセンサス

醸成のためのステークホルダパネルの組織

化と営手法確立。および、議論促進のため

のグラフィックファシリテーション手法の確

立。 

ⅲ）平成 27 年度：統合した方法論の提

案。 

 

C．研究結果と考察 

 

図２に示す年度計画に沿って、平成 25 年

度は、実践的なアプローチであるワークショ

ップとして、ⅰ）井戸端会議、ⅱ）マッチング

カフェ、ⅲ）デザインワークショップを実施し

た。 

 

（１）  井戸端会議の開催 

ワークショップ参加者の母集団としての当

事者／専門職パネルの組織化に着手した。 

ステークホルダのうちで最も重要な役割を

果たすユーザに着目し、福祉機器の開発や

普及を促進する原動力となるユーザパネル

の組織化を実践し、その運営手法を確立す

ることを目的とし研究を行った。 
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今年度は、ユーザパネルの機能モデルを

構築することを目標とし、当事者への聞き取

り調査および当事者による意見交換会を実

施した。得られた結果から、Tips データベー

ス、ロールモデルの共有、ネット上での議論、

ワークショップの 4 つの機能が抽出され、そ

れ基づいた機能モデルを構築した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2 研究の実施体制と年度計画 

 

（２） マッチングカフェの開催： 

今年度は、福祉機器の開発において、

ユーザによる開発者へのサポート、連携

を促進するための国家規模での枠組み

についてどうあるべきか、課題を探ること

を目的とし、看護士、理学療法士、作業

療法士、排泄ケア協議会の有識者により

検討会を開催し、意見交換、情報収集

を行った。 

 また、ユーザ側（障害当事者、医療福

祉従事者）とモノ作り側（研究・開発・行

政）がお互いの当り前を知り、効率よく実

用的なモノの開発・普及につなげるため

の場をどのようにしたら良いかをそのあり

方を探ることを目的とし、話題提供とフリ

ーディスカッションする場を設けた。 

 

（３） デザインワークショップの開催： 

今年度は、5グループの異なるテーマの

ワークショップを実施し、各グループでの

議論の流れを分析することで、適切なワー

クショップファシリテーションとコミュニティデ

ザインの基礎的指針を抽出した。 

まず、機器開発を目的としたグループで

は、要求機能と制約条件という設計工学的

に重要な概念を参加者間で共有したこと

で、概念設計を効率的に進められた。また、

モックアップなどのプロトタイピングを活用

することで、機器開発に不慣れな参加者も、

十分に議事を把握し自身の意見を発信で

きた。特に、制約条件を抽出する観点から

実物に触れることは有効であり、ファシリテ

ーションに有効なツールであることが確認

された。 

次に、日開発系のワークショップでは、

欧州で実施されているフォーサイトの手法

を参考に、議事の流れを分析したところ、2

種類の特徴的なファシリテーションプロセ
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スを確認できた。今後は、これらのプロセス

が参加者の発言に与えた影響を分析し、

適切な介入手法を考察していく。 

 

（４） インターネット上の参加型による製品

企画・開発に関する調査： 

インターネットを用いた顧客参加型商品

開発に関して調査を実施。ヒアリング調査

を行った。ヒアリングを通して、顧客参加型

商品開発実施の背景及び展開内容を把

握した。 

 

考 察 

 “井戸端会議”の開催では、多様なステ

ークホルダが意思決定に参画することが考

えられる中で、ユーザの役割の重要さを鑑

みて、ユーザパネルの組織化を題材に取

り上げた。 我が国の現状では、福祉機器

の開発に関して各障害種別を横断的に包

括して意見や要望を発言するソサエティが

存在しない。その様な状況の中で、頸髄損

傷および神経筋疾患の当事者3名の協力

を得てパネルを実践することが出来た。 

将来的に関係機関の協力を得つつ当

事者主体での会の運営を目指すことが望

まれる。 

デザインワークショップは、特定のニー

ズに対する解決策の提案を目的とした課

題解決型のワークショップであり、主として

SNS を活用した議論促進の有用性を評価

した。本研究では、実用的な福祉機器の

開発を促進するために、障害当事者が福

祉機器の概念設計から試作・評価という一

連の開発プロセスに参加するための方法

論構築を目的とする。さらに同手法を、社

会システムデザインや行政的提言といった、

ステークホルダ間のコンセンサス醸成が必

要な意思決定に活用することを目指す。 

インターネット上のユーザ参加型製品開

発の調査は、福祉機器の場合に当てはめ

る上で、有益な知見を得ることが出来た。

また、多様な参加形態を可能にする SNS 

ポータルサイトを活用することの有効を判

断する上で効果的であった。 

  

Ｄ．結論 

 

本研究は、福祉機器の開発・利用に関

連した様々な合意形成プロセスに、ユーザ

を含んだ様々なステークホルダが、直接参

加し、合意形成に関与するための社会技

術基盤を確立することで、福祉機器の真に

効果的な利活用を促進することを目的とし

て取り組みを開始した。 

ワークショップを実際に運営しながら実

践的に方法論を開発する手法を採用した

ことにより、社会技術基盤の継続性確保に

掛かる課題も発掘できることが期待される。 

 

Ｅ．参考文献 

 

1)生活支援技術革新ビジョン勉強会（厚

生労働省社会・援護局）、『支援機器が拓

く新たな可能性～我が国の支援機器の現

状と課題～』、2008 

2)Georghiou, L., Harper, J. C., 

Keenan, M., Miles, I. and Popper, R. 

(eds.) , The Handbook on Technology 

Foresight: Concepts and Practice, 

Edward Elgar Publishing Ltd., 2008 

3）厚生労働省科学研究補助金障害者対

策総合研究事業『障害者の自立を促進す
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る福祉機器の利活用のあり方に関する研

究平成 22～24 年度総合研究報告書（研

究代表者・諏訪基）』、2012 

 



8 
 

厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

Ⅱ-1．コンセンサス醸成のためのステークホルダパネルの組織化と運営手法確立 

－ユーザーパネルを中心に－ 

 

研究分担者 井上 剛伸 

国立障害者リハビリテーションセンター研究所 

 

研究協力者 豊田 航 

国立障害者リハビリテーションセンター研究所 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ．研究目的 

 

福祉機器は、障害者の自立や社会参加、

QOL の向上に欠かせないが、その開発から

利活用に至るプロセスには、課題が多く

残っている。その一つとして市場規模が

小さい点が挙げられる。その解決策とし

て開発・普及を促進するための公的リソ

ースが投じられているが、福祉用具に関

る様々なステークホルダからニーズや課

題を抽出するための枠組みは十分に整備

されておらず、実状に即した適切な施策

立案が困難な状況にある。 中でも、ユー

ザーからの情報出力は重要であるが、本

邦に於いては、各障害種別を横断的に包

括するユーザーの福祉機器を主たる興味

として据えているソサエティが存在しな

いのが現状である。 

本研究では、ステークホルダのうちで

最も重要な役割を果たすユーザーに着目

し、福祉機器に関するユーザーパネルの

組織化を実践し、その運営手法を確立す

ることを目的とする。 

今年度は、ユーザーパネルの機能モデ

ルを構築することを目標とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 

頸髄損傷、神経難病を中心に、ユーザ

ーパネルの機能について、調査および意

本研究では、ステークホルダのうちで最も重要な役割を果たすユーザー

に着目し、福祉機器の開発や普及を促進する原動力となるユーザーパネル

の組織化を実践し、その運営手法を確立することを目的とする。今年度は、

ユーザーパネルの機能モデルを構築することを目標とし、当事者への聞き

取り調査および当事者による意見交換会を実施した。得られた結果から、

Tips データベース、ロールモデルの共有、ネット上での議論、ワークショ

ップの 4つの機能が抽出され、それ基づいた機能モデルを構築した。 
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見交換を行った。協力いただいた当事者

は以下の通りである。 

 

・高見和幸： 東京進行性筋萎縮症協会 

       理事 

・麸澤 孝： 頸髄損傷者当事者 

・横田恒一： 東京頸髄損傷者連絡会 

 副会長 

 

(1) 個別調査 

 研究協力者に対して、以下の点につい

て、個別調査を実施した。 

①福祉機器利用の現状 

②福祉機器開発への要望 

③ユーザーパネルの必要性 

④ユーザーパネルの機能について 

 調査回数はそれぞれの協力者に対して

１回で有り、一回の調査時間は 2 時間程

度であった。 

 

(2) 意見交換 

 上記 3 名の研究協力者に加えて、本研

究の分担者である硯川潤、井上剛伸、協

力者の豊田航の 6 名にて個別調査の結果

をふまえて、以下の論点について意見交

換を行った。 

①ユーザーパネル構築の目的 

②ユーザーパネルの構想 

③個別調査の結果 

④ユーザーパネルの将来像 

⑤ユーザーパネルの機能案 

 議論の時間は 2時間程度であった。 

 

Ｃ．研究結果と考察 

 

(1) 個別調査 

 以下に 3 名の協力者から得られた調査

結果を示す。 

 

①福祉機器の利用の現状 

・福祉機器は生活の上で必要不可欠であ

る。 

・福祉機器を有効に活用せず、介助者に

過大な負担をかけているケースも見ら

れる。 

・より良い生活を実現するための運動を

行ってきた当事者は、身近に便利なこ

とがないのが当たり前だったので、生

活を良くするために積極的に活動する

のが当たり前だが、始めから既に出来

上がったシステムの中で生活してきた

若い当事者は、受け身的に既にあるサ

ービスを使った生活で満足しまう。福

祉機器を利用してもっと良い生活をし

ようという意識のない人も多い。 

・内にこもり、外に出てこない当事者が

多いので、自分から活動しようとする

当事者の意識改革が必要。 

・筋疾患等では、親が過保護に育ててし

まうことで、当事者の子供が自立でき

ないことがある。 

・生活の質の議論が求められている。例

えば、生活保護者の海外旅行の問題等。 

・介助者にやってもらうことと、（福祉機

器を使って）自分でやることの違いに

ついて、考え直す必要がある。 

 

②福祉機器開発への要望 

・当事者が参加することが重要。 

・自分のニーズをいう人が外にでてこな

いで、見えないことがある。そういう

ニーズを以下に拾い上げるかも重要。
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介助者が身近でよく見ていて知ってい

る場合もあるので、その点も考慮する

必要がある。 

・介助者に頼るのではなく、介助者の負

担も考慮に入れて、福祉機器を考える

必要がある。 

③ユーザーパネルの必要性 

・生活のなかで、福祉機器をどのように

活かしていくか、また新たな機器の必

要性を発掘していくかという視点で議

論ができる場は重要である。 

・当事者団体の役割が、障害者運動から、

次のステップに脱皮する必要性を感じ

る。その点でも、ユーザーパネルの必

要性を感じる。 

・当事者が、全体を見渡せるもっと広い

視野を持つべきである。 

・福祉機器について、障害別では無く、

他の障害者団体とも連携しながら議論

することは重要である。 

・福祉機器の開発や普及について、当事

者がしっかりと考えることは重要であ

り、そのためのプラットフォームは必

要である。 

④ユーザーパネルの機能 

・生活を中心に議論しながら、その中で

の福祉機器の有効活用を描ける機能。 

・若い当事者が参加しやすくなる工夫が

必要。 

・就労の問題も重要なので、取り上げら

れるようにする。 

・当事者が福祉機器を核として集うこと

のメリットを考える必要がある。 

・重度障害者を対象としたユーザーパネ

ルをまず考える方が良い。 

・障害別で共通意識を持つことが必要。 

・受傷から 30 年になるが、その間の福祉

機器の進歩もすごかったと思う。その

振り返りも必要。 

 

(2) 意見交換 

 以下に、意見交換での議論を示す。 

 

①ユーザーパネル構築の目的 

 福祉機器の開発や利活用に関連する活

動の活性化に資する当事者によるプラッ

トフォームを構築する。特に、当事者の

エンパワメントと積極的な参画に重点を

置き、将来的には、福祉機器に関する障

害当事者によるソサエティの構築を目指

す。 

 

②ユーザーパネルの構想 

 福祉機器に興味のある当事者の方々に

ご登録いただき、情報交換の場を構築す

る。形態としては、ワークショップ、メ

ール orＳＮＳを考える。その他の内容に

関しては、研究協力者との協議により詰

めていくこととする。 

 

③個別調査の結果 

・福祉機器は他人任せではなく、自分か 

ら作っていくことが必要。議論をすれ

ば福祉機器の項目ができあがり、ニー

ズに沿った機器が見えてくる。 

・ALS や加齢などで機能制限が徐々に機能 

制限が進むものは、フェーズに合った

支援機器があるとよい。 

・当事者が、障害の進行に応じて自分に 

必要なものを考えるタイミングに合わ

せて、その必要なものを提供できると

良い。一人ひとりが違うため一般化で
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きないので、最終的にはサポートチー

ムで個別対応する必要がある。 

・生活の中でどのように福祉機器を導入 

するのか、どんなふうに工夫をして生

活するのかを整理すると、その事例が

そのまま人を中心にした福祉機器デー

タベースになる。また、将来的にこう

なるという現実や仮定が見えて自分の

こととして想像できるようになると、

必要なものが見えてくる。 

・若い人を引き付けるために、成功者・ 

ロールモデルを見せて、その人とコミ

ュニケーションできる機会があるとよ

い。一人ひとりがどういう生活をした

いかを描けるかどうかが大切で、モデ

ルをみるとこういう生き方もできるん

だという一助になる。 

・iPad の使い方などの Tips データベース 

もよいのではないか。 

・ロボットアームは、水一杯飲むのに時 

間がかかるなど、面倒くさくて使わな

かった（機能が向上すれば別）が、自

分のやりたいことが、自分のタイミン

グでできるようになるという利点もあ

る。改めて自立の意味を考える必要が

ある。 

・筋ジスと頸損でレベルの表現が違って 

ニーズも違う。状態像をどう記述する

のかも丁寧にやる必要がある。 

・ヤフー知恵袋の障害者版があればいい。 

最後には知っている人が答えてくれる

形が良いのかなと思う。そういったノ

ウハウが蓄積するとそれがデータベー

スになる。機器を知るにつれて、利用

するようになる。 

・順応性がある学生も参加すると良い。 

30 歳くらいまでに親に依存していると

自立できなくなる。学生時代の過ごし

方で方向づけられてしまう。そうなる

前の順応性の高い時期に、議論し合う

活動に参加した方が良い。  

・大局的に見れる人が必要。筋ジスはわ 

かるが頸損はわからないというのはダ

メ。知り合って、理解しようという態

度が大切。 

 

④ユーザーパネルの将来像 

・福祉機器に興味のある当事者組織に展 

開したい 

企業や研究機関の福祉機器の開発や研 

究に参加できる当事者組織 

福祉機器の制度提案を関係者と一緒に 

つくることができる当事者組織 

 

⑤ユーザーパネルの機能案 

障害の種別に関わらず広く参加者を募 

 る。 

生活についての情報交換ができ、その 

中から福祉機器の話題を共有できる 

ＳＮＳ等を使った全国規模の組織にす 

 る。 

ワークショップ等のフェース・トゥ・ 

フェースの会合も実施する。 

参加するモチベーションを保つ工夫と

して、Tips データベース、Yahoo 知恵

袋のような機能を有する。 

若い当事者が気軽に参加できる工夫と 

して、成功者のロールモデルを共有で

きる機能を有する。また、その人とコ

ミュニケーションできる機会を作る機

能も有する。 
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(3) ユーザーパネルの機能モデル 

 以上の議論をふまえて、図１に示すよ

うなユーザーパネルの機能モデルを構築

した。 

 基本的なコンセプトして、各障害を横

断的に包含する当事者ソサエティを構築

することとした。また、福祉機器のみを

話題とするのではなく、生活全般を議論

しながら、その中での福祉機器の活用や

新たなニーズ発掘などを議論することを

目指すこととした。そのなかで、自立し

た生活に関する話題はいろいろな意味で

重要な項目で有り、その議論の中から福

祉機器に関する新たな考え方が生まれる

可能性を考慮する。さらに、若い当事者

の参加を促し、彼らにとって魅力のある

内容や工夫をすることとした。介助者に

は、特に当事者の代弁者としての立場が

期待され、積極的に参加を促すこととし

た。 

 ユーザーパネルの機能としては、Tips

データベース、ロールモデル、ネット上

での議論、ワークショップの4つとする。 

Tips データベースは、ちょっとした疑

問を投げかけ、それに対して答えられる

人が回答するという Q&A 形式をとる。こ

れらのやりとりを蓄積することで、デー

タベースの構築にもつながる。話題は、

生活に関すること、就労に関すること、

福祉機器に関することを中心にやりとり

できるような工夫をする。 

 ロールモデルは、世の中で活躍してい

る当事者の方の生活を、モデル的に取り

上げ、紹介するものである。障害の違い

による身体状況等の理解不足を補うため

に、それらの記述を丁寧に行えるような

工夫をする。 

 ネット上での議論は、Tips の延長とし

て、単純な Q&A ではない、少し深い議論

ができるような機能を想定している。例

えば、“自立した生活とは？”といった話

題について、少し時間をかけた議論をす

る場として、提供する。 

 ネット上の議論に加えて、顔を合わせ

たワークショップも、このユーザーパネ

ルの機能として位置付けることとする。

ワークショップについても、なるべくネ

ット技術を駆使して、会場に足を運ぶこ

とのできない参加者でも、議論に参加で

きるような工夫をすることとする。 

 設立当初は国リハが中心となって運営

することとし、福祉機器に関する研究動

向や、福祉機器の情報などを定期的にパ

ネルメンバーに対して提供することとす

る。また、議論の中から新たな福祉機器

のニーズが発掘された場合には、テクノ

エイド協会のニーズ・シーズマッチング

データベース等への投稿を進める。 

 将来的には、当事者が主体となって運

営するソサエティとして、位置付けるこ

とを目指す。 

 

Ｄ．結論 

 

本研究では、福祉機器の開発や利活用

を促進する基盤として、ユーザーパネル

を構築するとともに、その運営手法を確

立することを目的としている。今年度は、

ユーザーパネルの機能モデルを構築する

ことを目標とした。 

頸髄損傷および神経筋疾患の当事者 3

名に研究協力を依頼し、まずそれぞれへ
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の聞き取り調査を行った。その結果、以

下の意見を得ることができた。 

①福祉機器の利用の現状にはまだまだ 

課題が有り、生活を見据えた活用が

重要である点、 

②機器開発への当事者参加の重要性 

③福祉機器の開発・普及を当事者がし 

っかりと考える意味でもユーザーパ

ネルは必要 

④生活を中心に議論しながら、その中 

での福祉機器の有効活用を描ける機

能 

 また、研究協力者 3 名による意見交換

の結果、生活の Tips データベースや活躍

している当事者のロールモデルの提供、

それらを含めたネット上での議論、ワー

クショップ等の対面での議論という 4 つ

の機能が抽出された。 

 これらをふまえて、ユーザーパネルの

機能モデルを以下のように構築した。 

①コンセプト 

・障害横断的な当事者のソサエティの構 

 築 

・生活全般を議論して、その中での福祉 

機器を考えることができることを目指

す 

・生活の自立を考える 

・若い当事者に魅力的なパネルとする 

・当事者の代弁者としての介助者の参加 

を促す 

②福祉機器ユーザーパネルの機能 

・生活、就労、福祉機器に関する Tips デ 

ータベース 

・活躍している当事者のロールモデルの

提示 

・ネット上での議論 

・ワークショップ 

付加的な機能として、国リハからの情

報提供やテクノエイド協会のニーズ／シ

ーズマッチング事業との連携も考慮する。

さらに、将来的には当事者主体での会の

運営を目指すこととした。 

次年度以降、研究協力者の範囲を拡げ、

機能を具体的に詰めていくこととする。 

 

図 1 福祉機器ユーザーパネルの機能モデル
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Ｅ．研究成果の発表 

 

1)井上剛伸，“第 1 編 基礎―機能解析

と設計思想― 第 2章 設計思想 第 1

節 オーファンプロダクツ”，井上剛伸

（編），ヒトの運動機能と移動のための

次世代技術開発―使用者に寄り添う支

援機器の普及に向けて―，株式会社エ

ヌ・ティー・エス，東京， p.31-36，2014． 
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厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

Ⅱ-2．福祉用具・ロボット介護機器の開発・普及に向けて 

 

研究分担者 小野栄一 

国立障害者リハビリテーションセンター研究所 障害工学研究部長 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ．研究目的 

 

福祉機器の開発において、ユーザによ

る開発者へのサポート、連携を促進する

ための国家規模での枠組みについてどう

あるべきか、課題を探ることを目的とし、

何かしらの提言につなげることを目標と

した。 

 

Ｂ．研究方法 

 目的のため、以下を念頭に検討会を開催

した。 

・実用的で適切な福祉用具（ロボット

技術活用などのこれからの機器も含む）

の研究・開発支援により、赤字でなく継

続的に良いモノをどこでも手に入れやす

くしたい。 

・実現するためのロードマップの叩き台

（３年～５年後、老々介護や高齢化、障

害を持つ人の自立・社会参加、産業育成

の観点からなるべく早く皆が見える方向

を示したい） 

検討会のメンバーは以下の６人、看護、

理学療法、作業療法の専門職、具体的に

話を深めるため排泄ケア協議会の各代表

的な方々と本件担当の小野よりなり、オ

ブザーバーとして厚生労働省老健局、障

害保健福祉部の専門官に適宜ご参加いた

だいた。（敬称略） 

・佐藤美穂子：公益財団法人日本訪問看

護財団 理事 

・白井光比呂：排せつケア協議会 代表 

 （ユニ・チャーム ヒューマンケア株式

会社 取締役社長） 

・寺田佳世：石川県リハビリテーション

センター 作業療法士 

石川県作業療法士会副会長 

・渡邉愼一：一般社団法人 日本作業療法

士協会 福祉用具体策委員長 

・吉井智晴：公益社団法人 日本理学療法

 福祉機器の開発において、ユーザによる開発者へのサポート、連携を促進するた

めの国家規模での枠組みについてどうあるべきか、課題を探ることを目的とし、看護

士、理学療法士、作業療法士、排泄ケア協議会の有識者により検討会を開催し、意

見交換、情報収集を行った。 

 現状における課題がいくつかクリアになり、適切な情報提供のあり方の工夫が必要

であり、福祉における文化・哲学までも含めた幅広い視点に立った対策も含めて、今

後の検討課題が浮き彫りになった。 
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士協会（協会を代表して） 

   東京医療学院大学理学療法学専攻長 

・小野栄一：国立障害者リハビリテーシ

ョンセンター研究所障害工学研究部長 

オブザーバー 

・宮永敬市：厚生労働省老健局振興課      

福祉用具・住宅改修指導官、介護支援

専門官 

・加藤晴喜：厚生労働省障害保健福祉部

自立支援振興室 福祉用具専門官 

検討会は以下の日程で 3 回開催した。 

・第１回 平成 25 年 9月 1日 

・第２回 平成 25 年 10 月 19 日～20 日 

・第３回 平成 25 年 11 月 23 日～24 日 

 

第１回では、自動排泄処理装置のヒュ

ーマニーの使用事例、普及方法と課題に

ついて話題提供から、福祉に対する社会

文化・哲学、福祉用具の情報発信につい

て意見交換を行い、次に福祉用具の普及

を目指す連携のあり方、福祉機器の業界

の特性、専門員のあり方、成功事例、ニ

ーズの吸い上げ方、企業同士の連携、福

祉機器を使いこなすための教育・専門相

談員制度などについて意見交換を行った。 

その後、福祉機器の普及法について話し

合い、次回は最新の福祉機器を使ってい

る施設の視察を含め検討会を続けること

とした。 

 

 第 2 回では、国際福祉機器展の中日の

朝、ＮＨＫのテレビで自動排泄処理装置

の紹介があり、その番組を見た多くの人

が殺到し、多くのユーザが機器の存在を

知らず、ケアプランナーからも知らされ

ていないなど、ケアプランナーで機器の

存在を知らない人が多いということが浮

き彫りになった事実の紹介があり、さら

に機器の存在を知っていても、身体介助

のできない職種の人では、適切な情報提

供が難しいなど情報提供のあり方につい

て、引き続き検討を深めた。 

 また、湯布院厚生年金病院の先進リハ

ビリテーションケアセンターを視察し、

ホンダのリズム歩行アシスト、サイバー

ダインのロボットスーツＨＡＬ、メンダ

ルコミットメントロボットのパロのロボ

ット技術や先進技術を取り入れている活

用状況を紹介していただき、現場の職員

の方々と意見交換を行った。 

 

 第 3 回では、福祉用具・介護ロボット

実用化支援事業関連の厚労省・経産省の

現状報告を聞き、今までの議論した結果

も含め、さらに意見交換を行い、検討会

の報告書のとりまとめ方について検討を

行い、第 4 回を年内もしくは１月開催を

予定したが、都合があわず、第 3 回まで

で取りまとめることとなった。 

 また、西日本国際福祉機器展を視察し

情報収集を行い、意見交換を行った。 

 

Ｃ．研究結果と考察 

＜自動排泄処理装置のヒューマニーの使用

事例＞ 

○事例１「我慢しないで飲む」 

脳性麻痺の男性がヒューマニーを使用す

ることで、排尿の介助を行う奥様の負担を減

らすことができたほか、尿に行きたくなること

を恐れずに自由に飲み物を飲むようになり、

尿量が増えるようになった、という効果が見ら

れた。 
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○事例２「ハワイに行く」 

脳性麻痺の小学生が、学校では教員が

オムツ替えを行っていたが、自立を目指す

ためにヒューマニーを使用することにした。ヒ

ューマニーはリチウム電池を利用しているた

め稼働時間が長く、ハワイに行くなどの長距

離の移動も可能になった。 

○事例３「施設での利用例」 

当初ヒューマニーは介護保険での普及を

目指していたが、上記の例のように、ユーザ

が積極的に取り入れるようになってきている。

自立支援に役立つ道具であるとして、施設

での普及にも力を入れている。尿意を我慢

することがなくなったことからてんかん発作が

減ったという施設からの声も聞いている。 

 

＜福祉における文化・哲学＞ 

・施設において、トイレは定時利用（あ

る決まった時間に介助員がトイレを利用

させる）の方法が行われていて、ユーザ

の尿意に関係なく進められている。こう

した介助側の方針で進められる介助では、

ユーザの自立支援を妨げる可能性があり、

本人がどう暮らしたいか、どう暮らすと

良くなるか、という視点での機器開発が

重要である。 

・そのためには、福祉に対する社会文化、

ひいてはその哲学的な部分や思想、さら

にそのための教育などが社会的に求めら

れている。 

 

＜福祉用具の情報発信＞ 

・「排泄ケア協議会」では、メーカーから

発進される紙おむつやポータブルトイレ

などの情報がまとめられている。 

・介護保険によって福祉機器が身近にな

ってきたが、きちんとした使い方の説明

が行き届いていないという問題がある。

これらの説明を受けられたり、必要な機

器の情報などが得られるような相談窓口

を地域生活支援制度として地域に設置し

て自立を促していきたい。例えばドラッ

グストアなどで悩み事相談ができるよう

になる、など。 

 

＜福祉用具の普及を目指す連携のあり方

＞ 

・作業療法士などの専門職でも福祉機器

についての知識が少ない人が多く、機器

について学べる場所が必要である。ケア

サービスの計画だけではなく、個人の生

活に密着したケアを行うセラピストの役

割は大きいので、行政や地域で実現して

いくための会議の場づくりが重要である。 

・ユーザに即した福祉用具を選択すると

き、専門相談員の役割は大きい。できる

だけ多くの商品が掲載されているカタロ

グを整備したり、またそれを説明できる

ようになるなど、役割を果たすために実

行すべきことは多い。 

・また、先買権の閉鎖的な業界風土を払

い、小売業の自由参加を促していく必要

がある。ユーザがどんな生活がしたいか

を把握し、高額でなくともちょっとした

道具で解決できるような機器を開発した

り、試用ができるようなモニターの方法

を活用したりするなど、本当に必要な人

に必要な道具が行き届く仕組みが必要で

ある。 

 

＜福祉機器の業界の特性＞ 

・介護ベッド、車いす、マット、住宅用
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手すりなどは市場規模が大きく、それ以

外の機器については市場が伸びていない

現状がある。リフトや昇降機などはなか

なか普及しないのは、日本の住宅事情の

問題があるだけでなく、定期的なメンテ

ナンスが必要であって企業にとって「手

離れ」が良くないからだと考えられてい

る。 

・石川県リハセンターでは、天井走行リ

フトを住宅に普及させるための研究も行

っている。 

 

＜専門員のあり方＞ 

・福祉用具専門相談員は異動が多いため

に、機器についての専門性が高まらない

だけでなく、相談員としての地位が向上

していかないという問題もある。 

 

＜成功事例の整理＞（日本のアイディア） 

○ウォシュレット 

アメリカの障害者機器から誕生した機

器であるが、現在は福祉機器だと考える

人はほぼいないであろう。痔の予防にも

つながる。海外普及はこれからである。 

○リハビリパンツ 

世界中に定着しているが、ここ 10 年ほ

ど、新しいものは生まれていない。 

○ロボットスーツ HAL（サイバーダイン） 

歩行支援機器である。これから開発が

進んでいくだろう。しかし、センサーの

取り付けなど、10 年程度の経験のあるセ

ラピストでないと、セッティングが非常

に難しい。 

○リズム歩行アシスト（ホンダ） 

○自立走行アシスト（トヨタ自動車） 

○アイボ（ソニー）、パロ（アザラシ型ロ

ボット：大和ハウス工業） 

○パルロ（富士ソフト） 

（研究モデル：67 万円）（アカデミックモ

デル：30 万円） 

 コミュニケーション支援ロボットであ

る。ソフト開発メーカーによるアプリを

開発が独自にしやすいように工夫されて

いる。メールの読み上げ、メール発信等

の機能がある。難病などの障害者対応は

これからである。 

○かぼちゃん 

動き、会話をし、メールをし、カメラ

が内蔵されている。Yahoo や google カレ

ンダーなどとも連動している。 

 ロボットからの働きかけはない。 

 

・ロボットはあくまで道具であり、必要

であれば使えばよい。 

・日本では、技術はあるが、使える形に

はまだ至っていない。 

・保守、メンテナンスが必要なので、ビ

ジネスモデルとしての製品化が必要であ

る。 

・開発中に、適切な人（ユーザ、介護者、

利用者）からのアドバイスを受けること

ができると、効率よい開発につながると

思う。 

 

＜ニーズの吸い上げ方について＞ 

・アロン化成（アロンアルファの子会社）

で「安寿会」というのもがあるが、ここ

では各地域ブロックに分け、「ポータブ

ルトイレ」や「入浴用いす」などについ

てのアイディアコンペを行なっている。

これは、たくさん売れたら表彰するしく

みで、現場の声を聴きながら商品開発に
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つなげる、という取組みが実践されてい

る。 

・TOTO やパラマウントベッドでは、独自

の研究所を持ち、開発を進めている。 

・このような成功事例を持つ企業は、必

ず「現場の声を聞く」ということを大切

にしながら商品開発を進めている。 

・電動車いすでのジョイスティックを、

弱い力でも動かせるようにし、ご自身で

態勢や方向などを変ええることができる

ものも開発されている。 

 

○企業同士の連携 

・企業側は、開発した技術を使い・応用

したいと考えるが、1社での取組には限界

もあり、他社技術も取り入れながらの開

発が必要となる。「車いす」を一から一社

でつくるのではなく、その必要な「部品

（パーツ：ヘッドレスト、電話の行程装

置など）」をつくるメーカーなどと連携し

ていけるとよい。 

・産業構造として、つくりもの（製作）

は中国でできる。中小企業の弱みや強み、

特許取得の苦手なども克服しながら、

「国の輸出産業」にできるとよいのでは

ないか。 

・たとえば、徳永装器研究所では、人工

呼吸器の吸引器を開発している。これは、

家族が安心するための装置として有益で

ある。YAMAHA のジョイスティック開発な

どもあるが、こうした様々な機器開発な

どの最終機器を改良できる技術をもった

人が、日本にはたくさんいる。 

その技術屋、メーカー同士の連携が大切

であり、そうした仕組みづくりもできる

とよい。 

 

○福祉機器を使いこなすための教育、専

門相談員制度 

・福祉機器に対して、正しい対象者、使

用方法、メンテナンスなどがうまく噛み

合っているとは言えない。そこをうまく

つなぐ相談員、セラピストなどが必要だ

ろう。 

・制度的な役割が問題（一人の顧客を複

数が見ている）。 

・介護事業を一手に引き受ける必要があ

る。 

・介護と医療のつながりもない。 

・満足度は高く、しかしコストは安くす

るようなしくみづくりが必要。 

・機器の導入、設定。 

・インターフェイスの設定ができる人が

いない（専門相談員） 

・「一般使用」から、変更できる技術はあ

るのに、調整をしないために商品イメー

ジが下がってしまう。 

・ヘルパーが使い方指導できないか？ 

・機器の価格、市場原理で安定しておら

ず、価格は介護事業者が自由に決められ

る。 

・競争原理のない地域では、高くなる傾

向がある。（独占的営業） 

 

＜湯布院厚生年金病院＞ 

先進リハビリテーションケアセンターに

て施設見学と多くの意見交換を行い、先

進的な取り組みの実績と優秀な若い医療

専門職の方々が素晴らしかった。以下、

ポイントのいくつか列記する 

・病院と企業の関係（メーカとのつきあ

い方） 
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 ホンダ歩行アシスト 

 湯布院厚生年金病院では理学療法士の

約８割がホンダ歩行アシストを使ったこ

とある。エビデンスの蓄積、トレーニン

グ法の確立が重要である。 

 ロボットスーツ HAL 

事例だけでは広がらない。歩行支援の

グランドデザインが必要。医療の中にど

う取り込むか 

パロ 

 支援機器、使っているところ、その結

果を見て理解につながっていく。 

 心が動けば体が動く。そこを定量的評

価する。 

転倒予防 

 既存の車いすに装着するブレーキ（産

官学）を開発、商品化を進めている。 

 

Ｄ．結論 

・情報のあり方 

介護支援機器は、身体介助をする物と

そうでない物で分けて検討を進めた方が

良い。身体介助をする支援機器は、制度

の関連（機器供給する人が身体介助でき

ない）で普及するのが難しい。 

・福祉機器は ADL で分類するより、生活

（夜、昼間家、外出）で分類して開発な

ど検討した方が良いと思われる。 
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厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

Ⅱ-3．ユーザ側とモノ作り側（研究・開発・行政）の情報交換のあり方について 

 

研究分担者 小野栄一 

国立障害者リハビリテーションセンター研究所 障害工学研究部長 

 
 

 

 

 

 

 

 

Ａ．研究目的 

ユーザ側（障害当事者、医療福祉従事

者）とモノ作り側（研究・開発・行政）

がお互いの当り前を知り、効率よく実用

的なモノの開発・普及につなげるための

場をどのようにしたら良いかをそのあり

方を探ることを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

 障害当事者側の課題を聞き、物作り側が

支援機器に関連する技術の一端を紹介し、

その後、どういう物があったら良いかに関し

て、自由に意見交換、質疑応答する場をもう

けることで、情報共有の促進の進め方を探

る。 

 

Ｃ．研究結果と考察 

 福祉工学カフェとして趣旨に沿った場を提

供した。聴覚に障害のある渡辺儀一氏の司

会で、就労や支援機器開発などにおける、

障害当事者の視点から観た課題と解決法を

探るという趣旨説明を行い、長野裕美氏、瀬

川由紀子氏、岡田浩彰氏の３人より聴覚障

害を持つ当事者の発表（職場や生活環境で

の課題、苦労、要望、技術的な面など）、続

いて元筑波技術大学の学長で、現在は東

京大学先端科学技術研究センターの特任

研究員でもある大沼直紀先生より「聴覚補償

から情報保障へ」と歴史的な話から、iPS 細

胞まで、具体的な数字や話を交えて幅広く

話題を、さらに筑波技術大学の三好茂樹先

生から、通信技術を用いた最近の遠隔情報

保障について講演していただいた。 

 その後、休憩を挟んで活発なフリーディス

カッションがなされ、多くの当事者側含む参

加者からの質問、コメントがあり、大沼先生、

三好先生への具体的で身近な課題に関す

る質疑応答も含め、貴重な話が伺えた。 

時間的に話しきれないこともあり、福祉工

学カフェが終わった後に両先生に対する質

疑応答も長く続いた。 

 司会が障害当事者であることで、障害

 ユーザ側（障害当事者、医療福祉従事者）とモノ作り側（研究・開発・行政）がお互

いの当り前を知り、効率よく実用的なモノの開発・普及につなげるための場をどのよう

にしたら良いかをそのあり方を探ることを目的とし、話題提供とフリーディスカッション

する場を設けた。司会を障害当事者が行い、適切な情報提供のもと、歴史的な経緯

から最新の支援技術の紹介とフリーディスカッションは、とても、有意義な場となること

がわかった。また、そのような場が極めて重要であり、継続的な開催が望まれる。 
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を持つ人が積極的に発言をしやすかった

と思われる。また、２先生が情報保障（手

話通訳、要約筆記）に慣れた話し方をさ

れたので、よりスムーズにコミュニケー

ションが進んだと思った。 

 話の内容が、生活・仕事に密着した話

題、歴史的なことから最新の科学・技術

の話題まで広く、一般のモノ作り側の参

加者からもとても好評であった。現状の

課題を、具体的に体験から基づき、説明

際され、質疑応答にも具体的に回答が得

られ、課題に潜む歴史的背景など、当事

者と当事者をよく知る人が、いっしょに

なると深い話が、物つくり側も聞きやす

いと思う。また、実際に支援機器として

実用に供している研究の話題は、当事者

も高い関心を持って聞けると思う。 

 障害当事者が物作り側に話す機会が少

ないので、このような場は貴重であると

いうコメントがあった。また、初めて参

加した行政（物つくりに関わる）の人も

参考になったということであった。 

 引き続き、継続的にこの場を持ってほ

しいという当事者側からのコメントがあ

った。 

 障害を持つ人とモノ作り側の人が集ま

ってのフリーディスカッションを通じた

情報共有できる場がまだまだ少ないと思

われる。 

 

Ｄ．結論 

 障害を持つ人とモノ作り側の人が気楽

にコミュニケーションできる場が、支援

機器の効率的な開発・普及には、極めて

大切で、継続的に持たれることが望まし

い。その際、当座は、公的な機関が場の

提供を応援するのが進めやすいと思う。 

 

Ｅ．参考文献 

1)福祉工学カフェ URL：2014/3/31 現在 

http://www.rehab.go.jp/ri/event/at_c

afe2010/top.html 
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Ⅱ-4．福祉機器の当事者参加型開発手法の構築 

―デザインワークショップの実践と特徴分析― 

 

研究分担者 硯川 潤 
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Ａ．研究目的 

 

実用的な福祉機器の開発には、ユーザ

である障害当事者のニーズを適切に把握

し、機器の設計に反映させるプロセスが

重要である。しかし、適切なニーズの把

握は、障害当事者の広範な身体状態・生

活環境を理解した上で初めて実現される

ため、多大な時間とコストを要する。ま

た，ニーズとのミスマッチが生じたまま

開発が進み，実用上の問題点を克服でき

ないまま頓挫する例も少なくない。この

ように、短期間に的確にユーザのニーズ

把握を達成できる手法の構築が求められ

本研究では，実用的な福祉機器の開発を促進するために，障害当事者が

福祉機器の概念設計から試作・評価という一連の開発プロセスに参加する

ための方法論構築を目的とする．さらに同手法を，社会システムデザイン

や行政的提言といった，ステークホルダ間のコンセンサス醸成が必要な意

思決定に活用することを目指す．今年度は，5グループの異なるテーマのワ

ークショップを実施し，各グループでの議論の流れを分析することで，適

切なワークショップファシリテーションとコミュニティデザインの基礎的

指針を抽出した． 

まず，機器開発を目的としたグループでは，要求機能と制約条件という

設計工学的に重要な概念を参加者間で共有したことで，概念設計を効率的

に進められた．また，モックアップなどのプロトタイピングを活用するこ

とで，機器開発に不慣れな参加者も，十分に議事を把握し自身の意見を発

信できた．特に，制約条件を抽出する観点から実物に触れることは有効で

あり，ファシリテーションに有効なツールであることが確認された． 

次に，非開発系のワークショップでは，欧州で実施されているフォーサ

イトの手法を参考に，議事の流れを分析したところ，2種類の特徴的なファ

シリテーションプロセスを確認できた．今後は，これらのプロセスが参加

者の発言に与えた影響を分析し，適切な介入手法を考察していく． 
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ている。 

機器開発に限らず、社会制度の設計や

行政的な意思決定のプロセスにおいても、

このようなニーズ把握の効率化は大きな

課題である。特に、多様なステークホル

ダ間の合意形成が必要となる場合には、

多様な立場の相互理解が必須となり、そ

のプロセスを促進する手法が求められる。 

このようなニーズ把握・相互理解・合

意形成促進の重要性は、福祉機器に限っ

たことではなく、様々な分野で同様の問

題意識の中、解決策が模索されてきた 1)-2)。

本研究では、その中でも 

・ソフトウェアデザインにおける参加型

デザイン手法 3) 

・科学技術政策策定のためのフォーサイ

ト手法 4) 

の二つに焦点を当て、これらの手法を適

用した実践事例の蓄積から、障害者のた

めの包括的な参加型意思決定手法の指針

を構築することを目的とする。また、障

害者を対象としたワークショップでは、

開催場所への移動が困難であったり、介

助者の都合などで参加が難しいなど、時

空間的な制約が少なからず存在する。そ

こで、本研究では、Web 上のソーシャル・

ネットワーキング・サービス（SNS） を

活用した議論を試行し、その有用性を考

察する。 

このような当事者参加型の議事進行に

は、専門的知識を有する進行役による介

入が必要となる。例えば、模造紙などへ

の発言要旨の可視化を活用した介入手法

はグラフィックファシリテーションと呼

ばれる。ここでは、グラフィックファシ

リテーションを含め、試作品の提示や専

門家によるエンパワメントなど、議事進

行に対する運営側の介入すべてをファシ

リテーションと呼称する。 

 

Ｂ。研究方法 

 

１) ワークショップのテーマとファシリ

テーションの概要 

以下の 5 つのテーマを扱う当事者参加

型ワークショップを運営した。図 1 にワ

ークショップ実施の様子を示す。機器開

発を目的とした「開発会議」と、社会シ

ステム・制度への提言を目的とした「ア

クションプラン」の 2 系統から成る。な

お、これらのワークショップは筆者がこ

れまでに運営してきた「排泄問題ワーク

ショップ」の延長として実施された。 

【開発ワークショップ：開発会議 A】 

   

図 1 ワークショップ開催の様子． 
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テーマ：車椅子ユーザの日常生活の中で

感じる不便さを解消する機器開発。 

ファシリテーション：模造紙への議事可

視化（図 2参照）、モックアップ製作、技

術情報の提供、既存製品情報の提供。 

【開発ワークショップ：開発会議 B】 

テーマ：外出先での失禁時に、臭いを周

囲に気付かれずに帰宅する方法の開発。 

ファシリテーション：模造紙への議事可

視化、モックアップ製作、技術情報の提

供、プロトタイプでの機能確認。 

【アクションプラン：トイレ情報】 

テーマ：効果的なバリアフリートイレ情

報の提示方法の提案。 

ファシリテーション：模造紙への議事可

視化、現状調査結果の共有、既存 Web サ

イトの試用。 

【アクションプラン：災害対策】 

テーマ：障害者の災害対策に必要な自

助・共助・公助の提言。 

ファシリテーション：模造紙への議事可

視化、現状調査結果の共有、被災者体験

談の共有、被災シミュレーション。 

【アクションプラン：交流／教育プログ

ラム】 

テーマ：障害者への理解を促進するため

の小学生を対象とした交流体験授業の企

画と実行。 

ファシリテーション：模造紙への議事可

視化、類似事例の共有。 

 

２) ワークショップ参加者と日程 

上記 5 グループのワークショップを以

下の日程で実施した。簡単なプログラム

も併せて示す。 なお、ワークショップの

詳細は、下記ホームページに記載されて

いる。 

http://www.rehab.go.jp/ri/kaihatsu/h

aisetsu_ws_2013/top.html 

 

【開発会議 A】 

・第一回 

日時： 2013 年 10 月 14 日（月・祝）15：

30 ～ 17：30 

場所： 中央区立ほっとプラザはるみ 第

２集会施設 

参加者： 【ユーザ】 4 名（介助者 1名）、

【開発者】 4 名、【スタッフ】 5 名 

 

図 2 模造紙へのグラフィックファシリテーション． 
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プログラム： 

15：30～ 進め方の確認とこれまでのお

さらい  

15：40～ 参考事例紹介  

15：50～ ディスカッション  

     ―日常生活の中でのニーズに

ついて―  

 17：30  閉会 

・第二回 

日時： 2013 年 11 月 17 日（日）13：00 ～ 

15：00 

場所： 国立障害者リハビリテーションセ

ンター 学院棟 中研修室 

参加者： 【ユーザ】 6 名（介助者 3名）、

【開発者】 4 名、【スタッフ】 3 名 

プログラム： 

13：00～ 進め方の確認とこれまでのお

さらい 

13：30～ 使いやすいモノ作りについて

ディスカッション 

14：00～ 進行中の物作り経過報告 

15：00  閉会 

・第三回 

日時： 2013 年 12 月 1日（日）14：00 ～ 

16：00 

場所： ニュー新橋ビル バリュー貸会議

室４２５ 

参加者： 【ユーザ】 4 名（介助者 1名）、

【開発者】 3 名、【スタッフ】 4 名 

プログラム： 

14：10～ 進め方の確認とこれまでのお

さらい 

14：20～ 各開発品の製作進行状況確認

＆ディスカッション 

16：15   閉会 

・第四回 

日時： 2014 年 1 月 12 日（日）13：00 ～ 

15：00 

場所： ニュー新橋ビル バリュー貸会議

室４２５ 

 参加者： 【ユーザ】 4 名（介助者 1名）、

【開発者】 9 名、【オブザーバ】2名、【ス

タッフ】 4 名 

プログラム： 

13：00～ 進め方の確認とこれまでのお

さらい 

      ・機器開発の分類とプロセ

スの説明 

13：30～ 提案された機器に対する報告

及び意見交換 

・爪切り台 

・折りたたみスロープ 

・ヘルパーマニュアル など 1 

 15：00  閉会 

 

【開発会議 B】 

・第一回 

日時： 2013 年 10 月 6日（日） 

場所： 国立障害者リハビリテーションセ

ンター研究所 第二会議室 

参加者： 【ユーザ】 3 名（介助者 3名）、

【開発者】 4 名、【スタッフ】 3 名 

プログラム： 

14：00～ 開会、挨拶、昨年までの経緯

の説明  

14：15～ フリーディスカッション  

   1. 今年度の方向性について  

   2. パンツタイプの検討  

    3. 吸引タイプの検討  

16：00  閉会 

・第二回 

日時： 2013 年 12 月 8日（日） 
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場所： 国立障害者リハビリテーションセ

ンター研究所 第二会議室 

参加者： 【ユーザ】 3 名（介助者 3名）、

【開発者】 5 名、【オブザーバ】 2 名、【ス

タッフ】 3 名 

プログラム： 

15：30～ 開会、挨拶、前回までのおさ

らい、進め方の確認 

15：35～ 要求機能と思考展開図の確認 

15：50～ モックアップを使って機能を

確認しよう！ 

16：35～ モックアップを使って制約条

件を出しつくそう！ 

17：20  次回、今後に向けて、閉会 

・第三回 

日時： 2014 年 1 月 19 日（日） 

 場所： 国立障害者リハビリテーション

センター研究所 第二会議室 

 参加者： 【ユーザ】 3 名（介助者 2名）、

【開発者】 5 名、【スタッフ】 3 名、【オ

ブザーバ】 1 名 

 

【アクションプラン・トイレ情報】 

・第一回 

 日時： 2013 年 10 月 10 日（木）15：30 ～ 

17：30 

場所： 東京ビッグサイト 604 会議室 

 参加者： 【ユーザ】 2 名（介助者 1名）、

【開発者】 6 名、【スタッフ】 6 名 

プログラム： 

15：30～ プロジェクトの目的と経緯 

15：40～ トイレ情報サイトの調査経過 

15：55～ ユーザーの声を聞いてみよう 

16：05～ 実際に使ってみよう！ 

16：35～ 評価ポイントのディスカッシ

ョン 

17：05～ どのように社会にひろげるか  

17：30  閉会 

・第二回 

日時： 2013 年 11 月 24 日（日）13：00 ～ 

15：00 

場所： ニュー新橋ビル 4 階 バリュー貸

会議室 425 室 

参加者： 【ユーザ】 3 名（介助者 1名）、

【開発者】 4 名、【スタッフ】 4 名 

プログラム: 

13：00～ 進め方の確認とこれまでのお

さらい 

13：10～ トイレ情報のニーズ（参加者

より） 

13：30～ トイレ情報を充実させるため

のディスカッション 

15：00  閉会 

・第三回 

日時： 2013 年 12 月 8日（日）13：00 ～ 

15：00 

場所： 国立障害者リハビリテーションセ

ンター研究所 第二会議室 

参加者： 【ユーザ】 2 名（介助者 1名）、

【開発者】 3 名、【スタッフ】 3 名 

プログラム： 

13：00～ 進め方の確認とこれまでのお

さらい 

13：05～ トイレのチェック項目の確認 

13：45～ グループに分かれてトイレチ

ェック（研究所・本館） 

14：40～ グループ発表・ディスカッシ

ョン 

15：10  終了 

・第四回 

日時： 2014 年 1 月 19 日（日）13：00 ～ 

15：00 
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場所： 国立障害者リハビリテーションセ

ンター研究所 研究機材室 

 参加者： 【ユーザ】 2 名（介助者 1名）、

【開発者】 5 名、【スタッフ】 3 名、【オ

ブザーバ】 1 名 

プログラム： 

13：00～ 進め方の確認とこれまでのお

さらい 

13：05～ 今後の進め方のディスカッシ

ョン 

13：40～ 本館１階講堂付近のトイレチ

ェック 

15：00  終了 

 

【アクションプラン・災害対策】 

・第一回 

日時： 2013 年 10 月 10 日（木）13：00 ～ 

15：00 

場所： 東京ビッグサイト 604 会議室 

参加者： 【ユーザ】 2 名（介助者 1名）、

【開発者】 6 名、【スタッフ】 4 名 

プログラム： 

13：00～ 進め方の確認とこれまでのお

さらい 

13：10～ 災害時の要支援者の抱える課

題概要 

13：40～ 東日本大震災のトイレについ

て 

13：50～ どうする？どうなる？災害時

のシミュレーション 

14：20～ 各班の発表 

14：30～ 今後のシミュレーションの進

め方、まとめ方 

15：00  閉会 

・第二回 

日時： 2013 年 11 月 24 日（日）15：30 ～ 

17：30 

場所： ニュー新橋ビル バリュー貸会議

室４２５ 

 参加者： 【ユーザ】 3 名（介助者 1名）、

【開発者】 6 名、【スタッフ】 4 名 

プログラム： 

15：30～ 進め方の確認とこれまでのお

さらい 

15：40～ 震災時の事例紹介（東日本大

震災） 

        前回作成シミュレーショ

ンの確認 

16：00～ ＡＤＬ、排泄評価表チェック 

16：45～ どうする？どうなる？災害時

のシミュレーション 

17：20～ 各班の発表 

17：30  閉会 

・第三回 

日時： 2013 年 12 月 19 日（木）14：00 ～ 

16：00 

場所： ニュー新橋ビル バリュー貸会議

室４２５ 

 参加者： 【ユーザ】 2 名（介助者 1名）、

【開発者】 5 名、【オブザーバ】 1 名、【ス

タッフ】 4 名 

プログラム： 

14：00～ 進め方の確認とこれまでのお

さらい 

14：10～ 自助・共助・公助の取り組み

事例紹介 

14：20～ 災害時の備え。大切な事・モ

ノ（支援シートに記入） 

15：00～ 自助・共助・公助でできるこ

と整理 

15：30～ シンポジウムについて 

16：00  閉会 
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・第四回 

日時： 2014 年 1 月 12 日（日）15：30 ～ 

17：30 

場所： ニュー新橋ビル バリュー貸会議

室４２５ 

参加者： 【ユーザ】 4 名（介助者 1名）、

【開発者】 10 名、【スタッフ】 4 名 

プログラム： 

15：30～ 進め方の確認とこれまでのお

さらい 

15：50～ シンポジウムのプログラムと

パネリストの確認 

16：10～ パネリストへの質問 

16：30～ パネルディスカッション登壇

者検討 

17：00～ シンポジウムの準備について 

17：20  閉会 

・シンポジウム 

日時： 2014 年 2 月 16 日 (日) 13：00～

17：00 

場所： 国立障害者リハビリテーションセ

ンター 本館 1F 講堂 

プログラム： 

プログラム 

13：00 ～ 13：10 

1. はじめに 

諏訪 基 

国立障害者リハビリテーションセンター

研究所 顧問 

13：10 ～ 13：40 

2. 東日本大震災と障害者  後方支援の現

場から 

今村 登 氏 

東北関東大震災障害者救援本部広報担当 

STEP えどがわ 事務局長 

13：40 ～ 14：00 

3. 排泄問題ワークショップ・災害対策グ

ループが考えた 3つの視点と 5つの質問 

硯川 潤 

国立障害者リハビリテーションセンター

研究所 福祉機器開発室長 

14：00 ～ 15：00 

4. 被災地での経験と提言 

・岩手での被災障害者支援 

小山 貴 氏 

JDF いわて支援センター 事務局長 

・福島広域避難の体験から 

鈴木 絹江 氏 

NPO 法人ケアステーションゆうとぴあ 

理事長 

・南相馬市の障がい者支援と個人情報開

示 

青田 由幸 氏 

デイサポートセンターぴーなっつ 理事 

15：30 ～ 16：30 

5. パネルディスカッション：障害者がつ

くるこれからの災害対策 

【登壇者】 

今村氏、小山氏、鈴木氏、青田氏 (前掲) 

井上 剛伸 (国リハ研・福祉機器開発部

長)、高橋 競 (国リハ研・流動研究員)、

国リハ研・排泄問題ワークショップ参加

者 

【ファシリテータ】 

木村 直紀 (邑サポート) 

16：30 ～ 16：55 

6. 会場とパネリストの Q&A 

16：55 ～ 17：00 

7. おわりに 

加藤 誠志 

国立障害者リハビリテーションセンター

研究所 所長 
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【アクションプラン・交流/教育プログラ

ム】 

・第一回 

日時： 2013 年 10 月 14 日（月・祝）13：

00 ～ 15：00 

場所： 中央区立 ほっとプラザはるみ 

第 2集会室（2階） 

 参加者： 【ユーザ】 6 名（介助者 1名）、

【開発者】 5 名、【スタッフ】 5 名 

プログラム： 

13：00～ 進め方の確認とこれまでのお

さらい 

13：10～ 国リハ・障害者週刊・子供体

験デーについて 

13：20～ 参考事例の紹介 

13：40～ ディスカッション ―何を誰に

どう伝えたいか― 

 14：10～ 子供体験デーのプログラム作

成 

14：50～ 今後の進め方について 

15：00  閉会 

・第二回 

日時： 2013 年 11 月 17 日（日）15：30 ～ 

17：30 

場所： 国立障害者リハビリテーションセ

ンター 学院棟 中研修室 

 参加者： 【ユーザ】 3 名（介助者 2名）、

【開発者】 3 名、【スタッフ】 4 名、【オ

ブザーバ】 1 名 

プログラム： 

15：30～ 進め方の確認と前回のおさら

い／子ども交流・体験デーの確認 

16：00～16：45 現場の確認、交流・体

験のプログラム案作成に向けて 

16：45～17：25 子ども交流・体験のプ

ログラム案作成、 役割分担 

17：30  閉会 

・第三回 

日時：2013 年 12 月 3日（火） 14:00-16:00 

場所：国立障害者リハビリテーションセ

ンター ライフモデルルーム 

・第四回 

日時： 2014 年 1 月 16 日（木）14：00 ～ 

16：00 

場所： ニュー新橋ビル 4 階 バリュー貸

会議室 425 室 

参加者： 【ユーザ】 2 名（介助者 1名）、

【開発者】 4 名、【スタッフ】 4 名 

プログラム： 

14：00 ～ アクションプランの説明、こ

れまでの説明 

14：15 ～ 子ども体験・交流デーの感想 

15：15 ～ 今後の進め方について 

 

３) SNS の利用 

SNS の代表的サイトである Facebook 

のグループ機能を活用し、ワークショッ

プでの議論を補完した。 議事内容の周知、

既存製品の紹介など、事務局サイドから

の発信に加え、参加者にも積極的な記事

投稿を呼びかけた。Facebook 上での議論

の特徴を分析するために、登録者ごとの

投稿数、コメント数、「いいね」押下数を

それぞれ計測した。なお、コメントとは

各投稿に付随した短文の投稿、「いいね」

押下は各投稿に対するポジティブな意思

表示をそれぞれ表す。 

 

Ｃ．研究結果と考察 

 

１) ワークショップ議事 
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各ワークショップ（開発会議 A・B、ア

クションプラン：トイレ情報・災害対策）

で実施された議論の流れを以下に概説す

る。なお、参加者の実際の発言の要約を

斜字で示した。 

【開発ワークショップ：開発会議 A】 

■ 第一回： 

参加者からのニーズ抽出を行い、以下の

ようなニーズが提示された。 

・コンパクトな段差解消機 

・爪切り用の台 

・料理グッズ 

・歩かない人向けの靴 

・ヘルパーマニュアルの作成支援ソフト

ウェア 

■ 第二回： 

自助具などの簡易な福祉機器について、

流通や開発のプロセスに関する議論が行

われ、以下のような意見が出された。 

・自助具を作っているボランティアグル

ープや、意思伝達ツールをつくっている

研究者もいるが、ユーザが情報収集して

繋がるのは難しい。 

・今は既製品で色々なモノが出ているの

で、まず既製品市場の中から探す。 

また、前回抽出されたニーズに関して、

爪切り台の試作品などが提示された。参

加者自身がオーダシューズショップの訪

問レポートを行うなど、積極的な動きが

見られた。 

■ 第三回： 

図 3 に示したように、各ニーズに対する

試作やモックアップの提示、要求機能の

明確化が進められた。例えば、ヘルパー

マニュアルの作成支援ソフトウェアにつ

いては、 

・マニュアルがあれば、非常時などに普

段のヘルパーでない方への指示もでき、

事業所内でのヘルパーの教育などにも使

えるのではないか。 

・ヘルパーに同じ事を何度も言うのは疲

れる。特に呼吸器を使っていると長い間

話を続ける事が大変。 

などの意見を交換することで、その意義

が参加者間で共有された。 

■ 第四回： 

 
図 3 開発会議 A での開発品リスト． 
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折り畳み式の簡易スロープについて、「重

さ」「大きさ」「越えたい高さ」「スロー

プ時の角度」「価格」などの項目について、

アンケート形式で仕様を調査した。また、

ヘルパーマニュアルの作成支援ソフトウ

ェアについて、参加者の生活スケジュー

ルやヘルパーとの関りを分析することで、

必要な機能を議論した。 

【開発ワークショップ：開発会議 B】 

■ 第一回： 

前年度からの継続ワークショップである

ため、これまでの取り組みを整理すると

共に、機器に求める要求機能とそれを実

現するための機構・構造について議論し

た。技術的な問題から、一つの機構では

なく複数の機構を組み合わせることが有

効であろうとの結論を得た。 

■ 第二回： 

図 4 に示したような吸引ファンの試作機

を用いて、臭いを封じ込めることが可能

かどうかを検証した。また、機器のサイ

ズ・形状・設置方法についても検討した。 

・膝に乗せる大きさとして、弁当箱程度の

ものだと、使用しづらい。 

・ひざ掛け自体を使用しないことは可能か。 

・見た目でわかってしまう装置は敬遠した

い。 

→ズボンにホースのようなものを組み込ん

ではどうか？ 

→ペチコートの様なカバーを使ってはどう

か？ 

・若い女性などの見た目を重視する意見と、

とにかく機能重視でいきたいという 2 パタ

ーンがあり、どちらも重要だろう。 

・できれば日常的に使用できるものが好ま

しいが、先ずはハレの日などに使用できる

ものがあるとよい。 

・2 本のチューブで吸引し、ファンは車い

す後部に設置するなど、膝上はフリーにな

る仕組みはどうか。 

■ 第三回： 

簡易なモックアップを用いて、前回話題

になった車椅子への実装方法を検討した。

3種類の設置方法を、実際にモックアップ

を組み替えながら試行し、参加者間でイ

メージを共有しながら最適な手法を探っ

た。 

【アクションプラン：トイレ情報】 

■ 第一回： 

既存のバリアフリートイレの情報サイト

について、情報提示の方法などの状況を

調査した結果を共有した。さらに、実際

にサイトを閲覧することで、トイレの状

況の把握のしやすさなどを議論した。 

・写真・寸法・図面を載せて欲しい。人

によって、求める情報が異なる。車いす

ユーザでも手動・電動でも異なるし、ヘ

ルパーの有無によっても違う。また、視

覚障害のある方の求める情報も異なるだ

 
図 4 吸引ファン試作機の試用． 
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ろう。 

・スケールと一緒に写真を撮ると、高さ、

幅などの寸法もわかるのでよいのではな

いか。 

・トイレ内のぐるりと一周して撮る写真

を撮るなど、どのように撮るかのガイド

ラインがあると良い。 

■ 第二回： 

既存のサイトを使用して、会議会場近隣

でバリアフリートイレがある居酒屋を探

したが、複数のサイトを横断的に利用す

る必要があるなどの欠点が浮かび上がっ

た。また、サイトの活用方法についても

検討した。 

・トイレ検索サイト「Check A Toilet」

は、既に充実している。参加型の仕組み

で、３、４年間で５万件の情報を集めて

おり、写真や詳細なチェック項目がある

ので、情報の質が均一でないが、時間を

かければ充実していくと考えられる。 

・新しい情報サイトを作るより、こうし

たサイトを応援するような活動をするの

も良い。 

・こうしたサイトと食べログなどメジャ

ーな情報サイトとのリンクで、双方にメ

リットがあるような協力方法もあると考

えられる。 

■ 第三回： 

トイレ情報提示に有力な手段として、マ

イクロソフト社が提供する 3 次元写真合

成アプリを試用した。しかし、現状の精

度では、部屋の広さなどが感覚的に分か

りづらい場合があることが分かり、単純

な写真で情報量は十分であることが確認

された。 

・Photosynth に慣れてないせいか、写真

が歪んでしまったりするのが課題。位置

関係がわかりやすいが、広さが分かりに

 
図 5 災害時の避難シミュレーション． 
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くい。 

・メジャーを置いて撮ると見やすいが、

気軽に用意できる訳ではない。 

・トイレ内が綺麗かどうかがわかること

も重要な要素。 

・今のところ、現状のチェック・ア・ト

イレットに写真が 

ある状態のモノが一番使いやすい。 

■ 第四回： 

これまでの議論から、情報の質・量とも

に既存サイトの「チェック・ア・トイレ

ット」が理想に最も近いことが確認され

た。特に、写真が掲載されるフォーマッ

トであることが重要である。 

【アクションプラン：災害対策】 

■ 第一回： 

災害時の要援護者支援に関する一般的な

問題点を整理・共有した上で、参加者（障

害当事者）が被災した際の避難行動を想

定する災害シミュレーションを実施した。

図 5に結果の一例を示す。 

■ 第二回： 

東日本大震災での障害当事者の被災事例

を紹介し、実際に生じた避難時の問題を

共有した。前回に引き続き、参加者自身

の被災を想定したシミュレーションから、

対策に必要な項目を抽出した。 

・ヘルパーのいない時間帯に被災した場

合、ヘルパーが来るか、近所の人が来る

まで、動くことができない。 

・ヘルパーも家族があるので、時間外ま

で引き留めたくない。 

・ライフライン、特に電気がストップし

た場合は、呼吸器、電動車いす、リフト、

表 1 ワークショップで抽出された災害時に必要なもの・こと。 

順位 項目 順位 項目 

1 トイレができる環境（ハード、ソフト） 18 バリアフリーマップ・トイレマップ 

2 医療・衛生用品（カテーテル・おむつ・人口肛門など） 19 支援者の支援可能な事柄リスト 

3 褥瘡対策・ベッドの確保 20 要支援者のリスト・マップ 

4 水・食料（尿路感染対策、低血糖症対策等を含む） 21 風呂の確保 

5 ヘルパー・看護師・その他の支援者の確保 22 エレベータの必要ない動線 

6 電気・充電機器の確保（携帯、電動車いす） 23 避難路の確保（家の中） 

7 寒さ・暑さ対策（体温調節が困難なため） 24 着替え 

8 連絡方法の確保（知人・家族・支援者） 25 避難先・方法の把握 

9 薬 26 救援物資の事前取り決め 

10 帰宅手段・避難経路の確保 27 情報機器 

11 自動車（車いすで移動可能） 28 知的障害者の個室 

12 避難助のバリアフリー 29 ガソリン 

13 手動車いす（電動が使えない時用） 30 簡易スロープ 

14 要支援者の支援して欲しい事柄リスト 31 リフト・補助具 

15 笛(助けを呼ぶ） 32 ヘッドライト 

16 簡易シャワー・風呂 33 排泄の習慣づけ 

17 お薬手帳 34 要支援者の情報発信インフラ 
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電動ベッドが使えなくなると致命的。予

備バッテリーは用意しているが、呼吸器

だけで使用し続けて 18 時間分しかない。 

・2階以上にいる場合、ＥＶ復旧まではそ

の場で待機せざるを得ない。 

→そうした対策として、水・食料を持ち

歩くことも考えたい。 

・自宅が全壊、福祉避難所も難しいよう

な場合、遠方避難も考えたい。それがで

きるような遠方との連携（都？区？施設

ごと？ＮＰＯなどの支援団体？）がある

とよい。 

■ 第三回： 

前回までの災害シミュレーションを総括

するとともに、地方自治体で実施されて

いる障害者避難支援の実例を紹介した。

それらの情報を踏まえ、必要と思われる

災害時の備えをアンケート形式でリスト

化した。結果を表 1に示す。 

■ 第四回： 

被災経験のある障害者および被災地での

障害者支援の経験者をゲストとしたシン

ポジウムに向け、ディスカッション項目

と質問事項を検討した。これまでのワー

クショップの内容から、下記のような 3

つの視点が抽出された。 

①障害者特有の課題：トイレの問題、褥瘡

対策、介助者の確保など 

②コミュニティぐるみの備え：障害者と支

援者のコミュニティや地域とのつながりな

ど 

③ものづくり・テクノロジーの視点：この

ワークショップならではの視点 

また、参加者から下記のような質問事項

が挙げられた。 

・トイレの問題はどうしたのか？ 

・支援者、ヘルパーはどのように確保し

たのか？避難時にヘルパーがついて来て

くれたか、また、避難先で新たに確保し

たのか？ 

・被災した時に助けられたコミュニティ

（地縁・障害者支援）は何か？ 

・移動の問題や日常生活の問題はどう対

処したのか？ 

・フェイスブック、ツイッター、公共 Wi-Fi

など情報テクノロジーの有効性はどうだ

ったか？ 

・あって良かったもの、無くて困ったも

のは何か？ 

・いざというときのサバイバル術はある

か？ 

・震災後用意したり備えたりしたものは

何か？ 

・行政への要望はあるか？ 

・社会福祉協議会のボランティアセンタ

ーは機能したか？ 

・支援物資は行き渡ったか？障害者に必

要な物資が届いたか？またどのようなル

ートで来たか？ 

 

２) 有効なファシリテーション手法 

本研究で実施した開発系のワークショ

ップの議事進行から、当事者参加型のフ

ァシリテーションに有効な 3 つのプロセ

スが同定された。 

【設計概念の共有】 

ワークショップ初回に、畑村らの提案す

る設計工学的な定義に基づき 5)、要求機能

から機構、構造へと至る設計プロセスの

概念の共有化を図った。具体的なファシ

リテーションの事例を図 6 に示す。例え

ば、匂いの分解・除去について議論をす
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るとき、しばしば匂いの封じ込めや拡散

の防止が相反する目標のように議論され

る。しかし、互いに干渉しない要求機能

として整理することで、これらを段階的

に組み合わせた機器の着想に至った。ま

た、機能とそれを実現するための機構・

構造を分離して認識することは、技術的

な課題がどこにあるかということや、現

状で手に入る要素技術はどれかを把握す

るために役立った。 

【プロトタイピングの活用】 

明確化された機構や構造が要求機能を達

成できることを確認するために、簡易な

試作機や形状のみを模擬したモックアッ

プの活用が有効であった。これらのプロ

トタイピングは、様々な開発手法でも採

用されており、目新しいものではない。

しかし、消臭機の実装方法の検討などで

は、モックアップを用いた試行錯誤のプ

ロセスが、参加者間のアイスブレイクに

一定の役割を果たしたことが示唆される。

また、参加者が試作品を試用し、所感を

報告するなど、積極的な参加を誘発する

きっかけとなった。このように、プロト

タイピングは参加型のワークショップに

おいて、コミュニティデザインの観点か

ら重要な効果をもたらすことが示唆され

た。 

【制約条件の抽出】 

設計プロセスの共有とプロトタイピング

の活用の相乗効果として、機器の制約条

件を効率よく抽出できたことが挙げられ

る。「～できる」と記述される要求機能に

対して、「～でなくてはならない」という

制約条件は、ユーザ自身ですら網羅して

表出することが難しい。開発機器の機能

を十分に議論した上で、モックアップや

試作品などの「物」に触れながら制約条

 

図 6 要求機能のまとめと機構・構造への展開． 
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件を検討することは、見落としを防ぎ、

考慮すべき条件を網羅する上で極めて有

効であった。例えば、消臭機の実装方法

の検討場面では、掃気ダクトの外見が想

像以上に目立つことを認識した参加者か

ら、デザイン性の観点からも設置位置を

考慮すべきである旨の発言がなされた。

これは、模造紙を用いたファシリテーシ

ョンのみでは指摘され得なかった事項で

あり、制約条件抽出の効率化を示す事例

であると考える。 

 

３) Foresight diamond による特徴分析 

 参加型の合意形成・意思決定ワークシ

ョップでは様々なファシリテーション手

法が用いられる。イギリスの Popper は、

これらの手法を、創造性（creativity）、

相互作用（interaction）、現状認識

（evidence）、専門性（expertise）の 4

つの観点から分類することを提案した 4)。

図 7に、Popper が作成した分類マップで

ある Foresight diamond を示す。同マッ

プ上に、ワークショップのフローをプロ

ットしていくことで、話題や目的の異な

るファシリテーションを同一の視点で評

価できる。 

 図 8 に、本研究で実施したアクション

プラン・トイレ情報および災害対策ワー

クショップの議事進行を、foresight 

diamond 上にマッピングした結果を示す。

いずれのワークショップも、 

・テーマに関連した調査や講義などを用

いて、現状の共有から出発している。 

・最終的には、立場の異なる参加者間で

の相互交流にもとづいて、なんからのア

ウトプットをまとめている。 

 

図 7 Foresight diamond． 
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という共通点が見られた一方で、そこに

至るプロセスは異なっていた。 

 災害対策というテーマは、参加者の奥

は興味・関心を有するものの、専門的な

知識は乏しく、ファシリテーション側か

らの情報入力を頻回に実施する必要があ

 

 
図 8 ワークショップ議事進行の Foresight diamond へのマッピング． 

トイレ情報 

災害対策 
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った。そのため、evidence と interaction 

および creativity の領域を交互に行き

来するプロセスとなっている。一方で、

バリアフリートイレ情報の提示という身

近な話題を扱うワークショップでは、現

状認識からブレインストーミングや事例

調査を経て提言に行きつく逐次的なプロ

セスとなっている。 

 今年度は、実践事例の蓄積が主目的で

あるため、定性的な分析のみを実施した。

今後は、これらの介入が誘発した議事進

行の変化を定量的に同定することで、フ

ァシリテーションの効果を明確にしてい

く。 

 

４) SNS 活用に向けての知見 

 図 9に、Facebook 上での投稿・コメン

ト・「いいね」押下という活動の頻度を、

参加者ごとに集計した結果を、順位－頻

度分布の形で示す。投稿・コメント数の

分布は、べき乗分布を示した一方で、「い

いね」押下数は、高位から低位まで比較

的フラットな分布を示した。 

 投稿・コメント数に見られたべき乗分

布は、自然言語分野での Zipf の法則に見

られるように、少数の要素が大半の割合

を占めることを意味する。ファシリテー

タを含む積極的な発言者によって議論が

形成されていたことが示唆される。一方

で、「いいね」押下に関しては、参加者が

 

図 9 Facebook 上での活動の順位－頻度分布． 
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比較的平等に意思表示をしたことが読み

取れる。 

 これらの分布の差が意味するところは、

現段階では不明であるが、行為の複雑さ

や影響の大きさにおける差異が影響して

いることは容易に推察される。今後、Web 

上でのコミュニティ形成を主軸に、集合

知を活用したファシリテーションを実施

していくためには、複数の意思表示モー

ドを用意し、参加者の活動分布に多様性

を持たせることが重要である可能性も考

えられる。 

 

Ｄ．結論 

 

本研究では、相互理解やコンセンサス

醸成にもとづき、参加型の意思決定を促

進するためのファシリテーション手法構

築を目指す。今年度は、機器開発や社会

問題への提言を目的とした複数のワーク

ショップを運営することで、ファシリテ

ーションの実践事例を収集し、その特徴

を分析した。 

まず、機器開発を目的としたグループ

では、要求機能と制約条件という設計工

学的に重要な概念を参加者間で共有した

ことで、概念設計を効率的に進められた。

また、モックアップなどのプロトタイピ

ングを活用することで、機器開発に不慣

れな参加者も、十分に議事を把握し自身

の意見を発信できた。特に、制約条件を

抽出する観点から実物に触れることは有

効であり、ファシリテーションに有効な

ツールであることが確認された。 

次に、非開発系のワークショップでは、

欧州で実施されているフォーサイトの手

法を参考に、議事の流れを分析したとこ

ろ、2種類の特徴的なファシリテーション

プロセスを確認できた。今後は、これら

のプロセスが参加者の発言に与えた影響

を分析し、適切な介入手法を考察してい

く。 
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厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

Ⅱ-5．インターネット上の参加型による製品企画・開発に関する調査 

―無印良品「くらしの良品研究所」を対象として― 

 

研究分担者 加藤 誠志  硯川 潤 

国立障害者リハビリテーションセンター研究所 

 

研究協力者 伊藤 美希子 

株式会社ツナグ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ．研究目的 

 

福祉機器の開発においては、ほとんど

の場合開発者と利用者（すなわち障害当

事者）が異なり、開発者が利用する製品

ではないので、使い勝手の芳しくない製

品開発が行われる可能性が高い。それを

防ぐには、開発者が利用者の意見を汲み

取るユーザー（顧客）参加型の製品開発

が望まれる。ユーザー参加型の開発を福

祉機器に取り入れた場合、利用者の外出

が難しいことから物理的に開発に参加が

することが容易ではないことが想像でき

る。そのためインターネットを活用した

ユーザー参加型製品開発に注目し、イン

ターネット上で参加型商品開発の行って

いる事例を収集して、参考にすることに

した。そこで本研究では、日本において

ユーザー参加型の商品開発に先駆者的に

取り組んできた株式会社良品計画のブラ

ンド「無印良品」の担当者にヒアリング

調査を行ってその手法を把握し、福祉機

器開発においてインターネットを活用し

たユーザー参加型製品開発に活かせる情

報を入手することを目的とした。 

 

使い勝手の良い福祉機器を開発するためには、開発者が利用者（障害当事者）

の意見を取り入れる必要がある。そのための手法の一つとしてインターネットを

活用したユーザー参加型製品開発が考えられる。そこで、国内でインターネット

を活用している製品開発事例をインターネット検索により収集した。その中から

株式会社良品計画の事業ブランド「無印良品」を例として取り上げ、ヒアリング

調査によってユーザー参加型製品開発に必要な８つの要素を明らかにした。これ

らの結果は、国立障害者リハビリテーションセンター研究所のような非営利の研

究所が福祉機器の開発を行う場合にも参考になることが示された。 
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Ｂ．事例収集方法 

 

インターネット検索を用いて、主に国

内でインターネット上での製品開発を行

っている事例を収集した。その中からイ

ンターネットを活用した顧客参加型の製

品開発行っている株式会社良品計画を選

び、ブランド「無印良品」の担当者にヒ

アリング調査を行い、ユーザー参加型製

品開発実施の背景、取り組み事例、ウェ

ブサイト上の使用サービスについてまと

めた。 

 ヒアリング対象者は、下記の２名であ

る。 

・ 株式会社良品計画WEB事業部WEB製

作担当（兼）コミュニティー担当 

課長 川名常海氏 

・ 同 コミュニティー担当 風間公

太氏 

 ヒアリングは以下の日程で 2 回に分け

ておこなった。 

・ 第 1回 平成２６年３月７日 

・ 第２回 平成２６年３月２７日 

第 1 回ヒアリングでは、風間氏に無印

良品が運用している顧客の声を集めるプ

ラットフォーム「IDEA PARK」について聞

き取り調査をおこなった。第２回ヒアリ

ングでは、川名氏、風間氏の両名から、

無印良品の顧客参加型製品開発実施の背

景や運用体制について聴取した。具体的

な聴取項目は下記の通りである。 

１． 現在の商品開発手法 

２． 顧客参加型商品開発の背景・経緯 

３． 商品開発コミュニティ（プラット

フォーム）の形成 

４． 顧客に商品開発に参加してもらう

狙い・留意点 

５． 顧客参加型商品開発の今後の展望 

６． 顧客の声を集める IDEA PARK 

 

 

 

Ｃ．研究結果と考察 

 

１)事例収集 

 参加型製品開発の事例をインターネッ

トで検索して8件の事例を収集し、「ニー

ズ発見型」「ニーズ発見＆課題解決型」

「課題解決型」の大きく３つに分類した

（表１）。 

 

 この中から、継続的にインターネット

を活用して顧客の声を聴き参加型の製品

開発をおこなっている無印良品 1)に注目

し、ヒアリング調査を実施した。 

 

２）無印良品へのヒアリング 

 無印良品の概要及び、顧客参加型商品

開発（以下、無印良品の呼び方に伴い「顧

客参加型商品開発」と記載する）に関し

ての概要は下記の通りである。 

 

●無印良品の概要 

・ 株式会社良品計画の主要事業であ

るブランド。 

・ 1980 年に西友のプライベートブラ

ンドとして 40 アイテムで誕生。 

・ 1983 年、青山に第一号店を出店。 

・ 店舗数：640 店（海外含む） 

・ 商品数：約 7,000 アイテム 

・ 年商：1787 億円（2014 年 2 月期営

業収益） 
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・ 従業員数：5,728 名（パートタイム

4,290 名を含む／2014 年 2月期） 

 

● 顧客参加型製品開発 

 無印良品は、そもそも顧客の声を聴い

て出来上がった西友のプライベートブラ

ンドであり、創始時より顧客の声を活か

した商品開発を行ってきた。2000 年には

インターネットを活用した「モノづくり

コミュニティ」を設け積極的に顧客から

の声を収集した。現在でも顧客の声に対

する傾聴文化を持ち、顧客と共創関係を

築くことを惜しまない。またその共創基

盤（プラットフォーム）として「くらし

の良品研究所」を 2009 年より立ち上げ、

その活動をインターネットで発信してい

る。近年では上記に加えてソーシャルメ

ディアを顧客共創機能として活用してい

る。2014 年 1 月からは顧客の声を集める

場として新たに「IDEA PARK」をインター

ネット上に設け顧客の声を積極的に収集

している。 

  

● くらしの良品研究所 

https://www.muji.net/lab/ 

 より一層のよいものづくりを目指し、

2009 年から社内に「くらしの良品研究所」

を立ち上げた。所員は良品計画の全社員

としているのみならず、「お客様も『くら

しの良品研究所』所員として捉えた方が

よい。開発の場にいなくても一緒に作っ

ていると考えた方がよい。」として顧客も

含めた研究所として捉えていることが窺

える。この研究所の機能は下記の２つで

ある。 

① これからの生活を広報していく。 

② IDEA PARK で顧客の声を集めて商品

開発につなげていく。 

 

● IDEA PARK 概要 

http://idea.muji.net/ 

 2000 年からインターネット上で始めて

いる「モノづくりコミュニティ」という

顧客の声を聴いて行う開発を前身として、

2014 年 1 月より新たに始まったサービス

である。前述の「くらしの良品研究所」

の中に含まれる。それまでは「ご意見パ

ーク」として運用しているページがあっ

たが、投稿された意見数の約 2〜3 割しか

公開できていなかった。「MUJI passport」

というアプリケーションのマイルサービ

ス（ポイントサービスの一種）との連携

をはかり IDEA PARK を開始した。寄せら

れた意見は校閲を通してほぼすべて公開

できるようになった。寄せられた意見に

は「開発はじめます」「できました」「社

内検討中」「あります」「見送ります」と

いうステイタスがラベリングされ、各意

見がどのような状況にあるかがステイタ

ス変更状況と共にわかるようになってい

る。2014 年 3 月現在の意見数は、約 2000

リクエストであった。 

 日本において無印良品は顧客参加型の

商品開発において先駆者的存在であるこ

とから実態を把握するためにヒアリング

をおこなった。 

 

● ヒアリング内容分類 

 ヒアリングでは、上記の概要含め、主 

に６点について主にヒアリングを行った。 

１． 現在の商品開発手法 

２． 顧客参加型商品開発の背景・経緯 
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３． 商品開発コミュニティ（プラット

フォーム）の形成 

４． 顧客に商品開発に参加してもらう

狙い・留意点 

５． 顧客参加型商品開発の今後の展望 

６． 顧客の声を集める IDEA PARK 

 出てきた意見について、要素を抽出し、

分類を行った。まず、製品を開発するプ

ロセスとして挙げられた利用実態を把握

するオブザベーションや、顧客の声の傾

聴する文化をブランド発足時から持つこ

と、また顧客と共創を目指しているとい

う点を反映させ、「観察」、「傾聴」、「共

創」という要素を抽出した。さらに顧客

とのコミュニケーションの有無を表すた

め「双方向性」、商品開発のプロセスや顧

客の参加状況が公表されていることから

「オープン性」という要素を出した。続

いて顧客の参加を促す施策等から「参加

促進」、参加型商品開発が時に商品プロモ

ーションとしての意味を持つことから

「販促」をそれぞれ設けた。そして無印

良品として顧客参加型の商品開発にどの

ように関わっているのか、ブランドの意

志やプロジェクトのコントロールに関す

る場合「ブランド主導」という要素を抽

出した。以上、次の８つの要素、①「観

察」、②「傾聴」、③「共創」、④「双方向

性」、⑤「オープン性」、⑥「参加促進」、

⑦「販促」、⑧「ブランド主導」を設けた。 

 ヒアリングから出てきた 6 項目の意見

に対して、それぞれの要素に当てはまる

ものに黒丸を表示して分類を示した。

（表 2-1〜3）。 

 挙げられた意見をそれぞれの要素毎に

記載していく。 

① 「観察」（3件） 

 顧客の利用実態などを観察し開

発に活かしている意見に分類を行

った。意見内では「オブザベーショ

ン」という言葉で説明されている。

「言葉にされていないところを読

み取る商品開発」として、商品がど

のように使われているかを観察し

て、改善のアイディアを探るために

取り入れられている手法である。

「ありのままの生活を覗きたい」こ

とから、自宅に訪問可能な人を無印

ファンから募集した結果、約 1000

人の応募があった。開発の前段階で

ある現状把握のリサーチに関して

も、参加意志を表明した人を対象に

「観察」を行っており、顧客が商品

開発に早い段階から関わっている

ことがわかる。 

 

② 「傾聴」（17 件） 

 インターネット上または直接的

に顧客の声を聴いている意見を分

類した。もともと「西友のプライベ

ートブランドとして顧客の声を聞

いて商品開発が始まった」ことから

ブランド立ち上げ当初から傾聴文

化を持っていることがわかる。さら

に 1990 年代にはキャンペーンポス

ターを作り「お客さんのフィードバ

ックを商品開発に活かそうという

意思表示を社内、社外に向けて」行

い、顧客の声に耳を傾ける文化を持

ち続けている。 
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③ 「共創」（９件） 

 顧客と共にものづくりを行って

いる意見を分類した。2000 年から開

始した「モノづくりコミュニティ」

においてインターネットを活用した

顧客参加型商品開発を行ってきたが、

2009 年から「くらしの良品研究所」

を展開し、2014 年 1 月に立ち上げた

「IDEA PARK」が、現在は顧客との

共創のプラットフォームとなってい

る。このプラットフォームは「無印

良品とお客様の場」、コミュニティと

して捉えている。また、顧客を研究

所員として「開発の場にいないとし

ても一緒に作っていると捉えたほう

がいい」という意見や、「生活者と生

産者の間にいるのが無印良品。間に

入ってよりよい生活をつくるプラッ

トフォームになる」という意見から

も、顧客と共に創ることを重要視し、

それを実践していることがわかる。 

 

④ 「双方向性」（7件） 

 1990 年代に展開した顧客の声を

開発に活かす「声のキャッチボー

ル」キャンペーンでも明らかな通り、

当初から顧客と双方向のコミュニ

ケーションを目指して行っていた

ことがわかる。但し当初はインター

ネットでのコミュニケーションで

はなく、店頭顧客からの声のフィー

ドバックをもらい「商品開発してお

客様にフィードバックするという

ループをくり返していた」ことから、

顧客の声を商品開発に活かし、その

商品を販売することで双方向性を

保持していた。その後インターネッ

トの登場により、「モノづくりコミ

ュニティ」が立ち上がり、インター

ネットの活用により商品開発にお

ける双方向のコミュニケーション

が可能になったと考えられる。 

 「IDEA PARK」では、投稿された

意見に対して無印良品の取り組み

のステイタスが表示されることか

ら、投稿者に対してフィードバック

を行い、またそれをオープンにする

ことで、双方向性のコミュニケーシ

ョンを実現させている。 

 

⑤ 「オープン性」（7件） 

 無印良品の顧客参加型商品開発

はインターネット上で誰でも見ら

れる状態にある。「壁棚」の事例を

見ると、「壁を使って細かいものを

上手く整理したり、飾りたい」とい

う顧客の要望から「壁を利用する」

という大きなテーマで商品開発が

始まった。プロセスは下記の通りで

ある。 

1) アイディア投稿 

2) コンセプト・コンテスト投票 

3) コンセプトへの意見収集 

4) 仕様コンテスト投票 

5) 仕様への意見収集 

6) サンプル完成 

7) プレオーダー 

このプロセスにおいて、顧客の参

加・離脱についてまとめたものが、

図 1である。まず各フェーズで新規

参加、離脱がある。興味深いのは、

自分のアイディアや投票が通らな



51 
 

かったとしても参加し続けたり、一

度離脱した後に次のフェーズで再

参加したりしていることである。こ

れはプロセスをタイムリーに公開

しているために参加継続や再参加

が促されていることが想像できる。

また担当者によれば「自分のアイデ

ィアを出して投稿する人は少ない

が、無印良品とコアユーザーの開発

のやり取りを見ている」結果、「プ

レオーダーで 2000 人が参加」する

結果となった。 

 現在運用中の「IDEA PARK」でも

担当者は「よく 2・8 の法則と言わ

れているように、IDEA PARK でも参

加者の内、盛んに発言する２割の人

が、投稿数全体の 8割を投稿してい

る。しかし、この 2割の参加者との

濃いやり取りが重要で、それを見て

いる残りの 8 割の参加者に対して

効果があると思っている。」という

意見を持っている。これは顧客参加

型の商品開発に限らず、商品部主導

によるメーカーとの商談からの開

発であったとしても、「ある段階で

お客様に入ってもらう。それをどん

どん見せていこうということにな

るので、プラットフォームを持つこ

とが強みとなる。」という認識から

もわかる通り、この「オープン性」

のプラットフォームを持ち、そこに

顧客の参加を促すことが無印良品

の開発の強さにつながっているこ

とが見て取れる。 

図 1：参加型商品開発の各フェーズでの参加・離脱・再参加 

（無印良品資料より作成） 
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⑥ 「参加促進」（7件） 

 オブザベーションを行うため顧

客に協力を呼びかけた際、「web チ

ームとしてファンに投げかけてお

部屋を訪問可能な人を募集したが、

約 1000 人からの応募があった」こ

とからも、無印良品の顧客が協力的

であることがわかる。また担当者も

「ファン」と呼んでいることから、

無印良品への関与意向も高いこと

が窺える。 

 新しいプラットフォームの「IDEA 

PARK」になってからは、意見の投稿

や無印良品のアプリケーション

「MUJI passport」のマイルが貯ま

るようになり（1 リクエストで 100

マイル。20 万マイルで MUJI ショッ

ピングポイント 200 ポイントが付

与される。200 円相当）、これが参

加促進の施策となっている。「IDEA 

PARK」にリニューアル後は「投稿数

が約 3倍に増えている」ということ

からもマイルの施策が参加促進に

寄与している。 

 さらに「オープン性」で述べた通

り、各プロセスを公開して誰にでも

見える状態にしてあることが、参加

促進、また離脱からの再参加促進へ

とつながっていることが窺える。 

 

⑦ 「販促」（5件） 

 顧客参加型の商品開発において

販売促進はどのように行われてい

るのかについては、「通常、新規の

商品に対して、他のメーカーのよう

に初動に広告をかけたりしない。商

品開発に参加してもらうことで、発

売日の棚に並ぶから顧客とのコミ

ュニケーションが始まっている」と

いう意見からもわかる通り、商品開

発への参加が販売促進コミュニケ

ーションの第一歩となっているこ

とが窺える。さらに顧客参加型商品

開発は「純粋な商品開発でもあり、

デビュー前のプロモーションとい

う位置づけでもある」、「社内的に

はデビュー前のプロモーションと

して捉えている方が大きい」とのこ

とから、顧客の声を聴いて行う商品

開発がプロモーション活動の重要

な一つの施策にもなっていること

がわかる。 

 下記は「モノづくりコミュニティ

内での商品開発から販売への流れ

である。 

1) お客様がアイディア投稿 

2) 投稿されたアイディアに、参加

したお客様が投票 

3) 無印良品がデザインを返す 

4) デザインにお客様が投票 

5) プロジェクトの進捗をレポート 

6) 購入を決定してもらい予約販売 

7) 販売開始 

「オープン性」「参加促進」でも述

べた通りこのプロセスを公開して

いることが販促に直結している。 

 

⑧ 「ブランド主導」（10 件） 

 顧客参加型商品開発であっても

全て顧客の声に従った商品開発し

ているわけではなく、無印良品側が

主導権を持って開発している。例え
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ばブランド開始当初は顧客の声を

聴きつつもブランド主導で商品開

発をしているし、またブランド創成

期に関わったクリエイター田中一

光氏は「簡素、シンプルが豪華に引

け目を感じることなく、簡素の中に

秘めた美意識、感性が世の中に伝わ

っていけば、少ない資源で世の中が

まわるようになる、そういう世界を

目指したい」と言い、「商売を通し

てこの考えを含めて、ライフスタイ

ルを広げていくんだ」というポリシ

ーの下、無印良品が誕生したのであ

る。例えば「『赤いセーターが欲し

い』という要望がある。ただし無印

良品は華美な色は作らないという

ポリシーがあるので、要望全てに応

えるわけではない」。その作らない

理由を「しっかりコミュニティに返

す」とし、ブランドのポリシーをし

っかり確立した上で顧客の声を商

品に活かしている。 

 また、現在の顧客参加型商品開発

においても「ある程度の開発の方向

性を持ってプロジェクトを始めて

いる」とし、「全てお客様にゆだね

ているわけではない」、「生活者の

要望にそのまま応えるわけではな

く、一歩先の提案が必要」としてい

る。顧客の声を出来る限り聴いて開

発に活かすが、プロジェクト開始前

に開発の方向性はブランド主導で

ある程度決まっていることがわか

る。 

 

● インターネットを活用した顧客参

加型商品開発に必要な 8つの要素 

 図２に示す様に、前述の８つの要

素はインターネットを活用した顧

客参加型商品開発をする上で重要

な要素であることがわかる。 

 

 この 8 つの要素を元に、今後、国立障

害者リハビリセンター研究所が福祉機器

開発において、インターネットを活用し

たユーザー参加型製品開発を展開する場

合にどのようなポイントが重要かを考察

してみる。 

図 2：無印良品の顧客参加型商品開発展開と 8 つの要素 

（ヒアリング結果より作成） 
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① 観察 

 これは開発者が利用者の利用シー

ンを観察ことに当てはまる。無印良品

の展開を前提とすると、観察受け入れ

可能者をインターネットを使い募集

することに対応する。 

② 傾聴 

 福祉機器利用者の声をアンケート

等インターネット上でも傾聴するこ

とが想定できる。またインターネット

上で利用者を募集して、直接インタビ

ューをすることも有益であるし、利用

者のインターネットコミュニティが

ある場合には、その中の意見を見るこ

とで市場やコミュニティに存在する

利用者の意見を傾聴することも重要

となる。 

③ 共創 

 利用者と共に創ることは現在も少

なからずなされているが、インターネ

ットを活用することで直接会わなく

ても意見を聴きながら開発すること

が可能になる。また開発者（メーカー）

サイドに利用者と共に創ることを啓

発していくことが重要になるであろ

う。 

④ 双方向性 

 利用者の声を一度聴取して終わり

ではなく、繰り返しコミュニケーショ

ンをとることが重要となる。寄せられ

た各ニーズがどのようなステイタス

であるかを記すことで、双方向コミュ

ニケーションの一歩となる。当研究所

が開発者と利用者の間のプラットフ

ォームとなるならば、いかに双方向の

コミュニケーションを促進するかが

鍵となる。 

⑤ オープン性 

 福祉機器開発の参加型商品開発に

おいてもプロセスを公表することは

重要である。意見の投稿やコメントな

どを行わない人でもプロセスや結果

が見られるようにすることで参加促

進につながるはずである。また市場と

しても規模が小さいことから、オープ

ンなプラットフォームで公開するこ

とで多くの人の目に触れ、製品開発以

外の解決策（既にニーズに応えた製品

が発売されている等）も見つかる可能

性が高まる。 

⑥ 参加促進 

 無印良品の場合はショッピングポ

イントに結びつく MUJI マイルがある

が、当研究所が行う場合には購入に結

びつく以外の参加促進施策が必要と

なる。例えば、プロセスをオープンに

することも促進に寄与するであろう。 

⑦ 販促 

 当研究所の販売促進は必要ではな

いが、開発者側が販売しやすいように、

プレオーダーなどの仕組みを入れて

ある程度の販売数を予測できるよう

になることは有用である。 

⑧ ブランド主導 

 当研究所の場合の「ブランド」に相

当するのは「開発者」「当研究所」の

２つである。どちらかがポリシーや方

向性をある程度決めてから顧客参加

型商品開発を行う必要がある。 

 

Ｄ．結論 
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 無印良品のインターネット活用におけ

る顧客参加型商品開発の実態を調査する

ことにより、８つの要素を抽出した。当

研究所は販売を行わないことから⑦販促

に関しては当てはまらないが、それ以外

に関しては実施する上で重視すべきポイ

ントである。 

 また、テーマを持った商品開発の場合

であっても、ある程度無印良品としての

ポリシーを持って顧客からの声を集め、

予め方向性を持って始めている。この点

に関しては福祉機器開発においても、研

究所もしくは開発メーカー主導でユーザ

ーの意見を聴き、開発することが好まし

いと考えられる。 

 「生産者と生活者の間にいるのが無印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

良品。間に入ってよりより生活をつくる

プラットフォームになる」ということを

目指している当ブランドに学ぶことは多

い。今後、国立障害者リハビリセンター

研究所が、障害者と生産者（メーカー）

の間に立ってよりよい製品開発をサポー

トしていくためにも、引続き無印良品の

活動に注目し調査を行っていきたい。 
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福祉工学カフェ 
Assistive Technology cafe 

 

  第 12 回 

  テーマ： 福祉機器開発とユニバーサルデザインとの関係性 

   ～聴覚障害を例としたコミュニケーション支援技術とは何か～  
 

共催： 国立障害者リハビリテーションセンター 研究所 

（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO） 

＜日時＞ 2014 年 2 月 24 日（月） 13:05 - 16:50 （12：35 開場） 

＜場所＞ NEDO 分室  大同生命霞が関ビル１２F （千代田区霞が関１－４－２） 

 

 ＜プログラム＞ 

 13:05 - 13:10 福祉工学カフェの趣旨説明  

 13:10 - 13:25 話題提供    渡辺 儀一様 

 13:25 - 13:40 当事者発表 1 長野 裕美様 

 13:40 - 13:55 当事者発表 2 瀬川 由紀子様 

 13:55 - 14:10 当事者発表 3 岡田 浩彰様 

   

 14:10 - 14:20 小休憩 

    

  ＜第一部 テーマ毎討論＞ 

  14:20 - 14:55 １．聴覚補償と情報保障のコンフリクト－グラハム・ベルから人工内耳まで 

大沼 直紀氏 

東京大学先端科学技術研究センター 

 14:55 - 15:30 ２．モバイル型遠隔情報保障システムなどの通信技術を利用した手法による 

情報保障の機会拡大について 

三好 茂樹氏                                       

筑波技術大学 障害者高等教育研究支援センター 

  

15:30 - 15:45 休憩 

    

  ＜第二部 フリーディスカッション＞ 

  15:45 - 16:45 フリーディスカッション 

  16:50 終了 
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 ＜講演者紹介＞ 

 

  大沼 直紀 氏： 

東京大学先端科学技術研究センター  

特任研究員 

略歴： 

1965 年 東北大学教育学部卒業 卒業 

1965 年 宮城県立聾学校教諭 

1980 年 ワシントン大学医学部附属中央聾研究所(CID)研究生 

1984 年 国立特殊教育総合研究所 難聴教育研究室長 

1988 年 筑波技術短期大学 教授 

1994 年 博士号取得（医学 昭和大学） 

2003 年 筑波技術短期大学 学長 

2005 年 国立大学法人筑波技術大学 学長 

2009 年 東京大学先端科学技術研究センター 客員教授 

2012 年 東京大学先端科学技術研究センター 特任研究員 

 

概要： 

電話器の発明者としてのグラハム・ベルは、聴覚障害者のコミュニケーション指導のための「視

話法」を開発し口話教育を発展させるなど聾・難聴児の教育者としての貢献も大でした。ところ

がその後、聴覚障害児に対する発音指導や聴能訓練の厳しさへの反発が生まれ、「ろう文化」

や「手話」による教育が広まると、「聴覚口話法」への批判と併せて、“ろう者の敵はベル”とまで

言われてしまいます。19 世紀以前からあった「手話口話論争」は、今に至っても古今東西繰り返

されている感があります。聴覚障害児を生んだ親は誰もがクリティカルな選択の悩みを抱えるこ

とになります。手話による教育が良いのか、残存聴覚を活用する教育が良いのか、聾学校か通

常の学校か、情報保障は手話通訳か要約筆記か、教室では FM 補聴器と磁気ループ補聴シス

テムのどちらを使うべきか・・・。更に、「人工内耳」が出現したことにより、様々な聴覚障害問題

をめぐる衝突・対立・葛藤（内なるバリアフリー・コンフリクト）は顕著になりました。聴覚障害者へ

のコミュニケーション支援に関わろうとする者は、「聴覚補償」と「情報保障」の両方をよく理解し

て課題にアプローチすることが大事です。 

三好 茂樹氏： 

筑波技術大学 障害者高等教育研究支援センター 

障害補償システム開発研究部門（聴覚障害系） 

准教授 

略歴： 

1998 年 北海道大学 大学院 工学研究科 博士課程 生体工学専攻 修了 
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      博士(工学) 取得 

1998 年 筑波技術短期大学教育方法開発センター 助手 

2004 年 国立大学法人筑波技術短期大学障害者高等教育センター 

       （障害者支援研究部門） 助教授 

2005 年 国立大学法人筑波技術大学障害者高等教育研究支援センター 

       （障害者支援研究部） 助教授 

2007 年 国立大学法人筑波技術大学障害者高等教育研究支援センター 

       （障害者支援研究部） 准教授 

 

概要： 

通信技術を利用した遠隔情報保障によって、さまざまな理由で従来では導入が容易ではなかっ

た局面で、情報サービスができるようになってきました。本報告では、最近の遠隔情報保障のト

ピックスを実例を踏まえながら紹介します。 

渡辺 儀一氏： 

略歴： 

1989 年 富士通株式会社入社 

      ホストコンピューターのオンラインシステム開発 

1994 年 官公庁向け文教市場チャネル営業 

1996 年 SE 会社に出向(アクセシビリティ推進 SE) 

1999 年 電子設計会社に常駐(邦画字幕配信システムの営業) 

2000 年 本体に帰任 

      ユニバーサルデザインに関する商品企画 

 以降、ユニバーサルデザインに関するマーケティング 

長野 裕美氏： 

略歴： 

1994 年 建設メーカー入社 

      本社にて施工図作成、各種詳細図調整の現場支援業務 

2000 年 現場事務所常駐、施工図・製作図調整業務 

 以降、事務所・ホテル・教育施設等の建設現場事務所常駐勤務 

瀬川 由紀子氏： 

略歴： 

2004 年 情報通信業に入社 

      航空管制システム開発業務 

2006 年 羽田空港国際線システム開発 
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2008 年 自動車メーカーに転職 

      米国市場調査担当 

2010 年 日本市場調査担当 

 以降、現在に至る 

岡田 浩彰氏： 

略歴： 

2005 年 富士通株式会社入社 

2006 年 プログラムテストツールの開発 

2008 年 グループ会社へ出向(Java 開発専門の SE) 

2013 年 本体へ帰任 

 以降、製品の商談支援活動、その他 

 

 


